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I. はしがき

505 

英 夫

一般に定年退職制 (mandatoryretirement)の存在は当然視されているが， それを経

済学的に説明するのは，かならずしも容易ではない。 E・P・ラジアーは，それにユニー

クな説明を与え， さらに労働力からの引退が企業年金や社会保障によってどのように影響
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されるかを論じたが， それはあくまでラジアーの主張でしかない。ただ一部の実証研究

は，それを裏づけるかのようである。そこでその辺りの議論を紹介し，併せて多少の意見

をのぺることにしよう。

II. E・P・ラジアー理論の展開

1. 1979年論文

まずラジアーの有名な論文「なぜ定年退職制は存在するのか」1)からみよう。

従来の定年退職制の説明は数多いが，どれも説得的ではない。①高年齢時の生産性低下

に理由を求めれば，個人差は無視される。また生産性低下への調整が賃金にではなく雇用

に求められるのはなぜか。③賃金による調整は勤労意欲を損なうとしても，賃金調整より

雇用調整の方が望ましいという証拠はない。生産性低下の客観的把握ができないので賃金

調整はできないとしても．やはり雇用調整（たとえばゼロの賃金調整としてのレイオフ）

は生産性低下への対応としては劣る。⑧一律定年制によってこそ労働者間差別は回避でき

るという主張もあるが，他の差別（昇給・昇進などの）は常に存し，退職にのみ一律シス

テムがなぜ支持されるのか。④定年退職制は若~年齢層の昇進可能性を生むとも主張される

が，若年層の関心は，昇進よりは生涯賃金経路の現在価値にあろうし，また企業には，若

年層の昇進のために，賃金と等しいまたはそれ以上の限界生産力をもつ労働者を強制退職

させる理由はない2)。要するにどの説明によっても，生産性低下にたいして賃金調整より

雇用調整の方が適している理由が解明されない。

ラジアーは． フェルドシュタイン流に以下のように考える。労働者の関心は． 生涯の

「賃金の流れ」 (thewage stream)の現在価値にあり，企業のそれは，労働者の生涯の

限界生産物の現在価値にある。その両者が等しければ．賃金支払方式（生涯均一賃金か時

期別変動賃金）の選択は無差別のはずだが．生産効率を考えるとそうではない。若年期に

限界生産物を下まわり高年期に上まわる賃金は，結果的に生産効率を高める。労働者の本

来の退職条件は支払賃金（限界生産物価値 VMP)が留保賃金に一致することだが，前記

のように高年期に支払賃金が VMP(したがって留保賃金）を上まわるとあっては，労働

者の自発退職は望めず，定年退職制が必要となる。逆にいえば定年退職日の存在こそが，

1) E. P. Lazear, "Why is there Mandatory Retirement?" Journal of Political 

Economy, Vol. 87, Nr. 6, December 1979. 

2) Ibid., pp. 1262~1263. 
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労働者をして最適の生涯労働フ゜ロファイルを事前に選択させる丸

§1. モデル

以上のラジアーの考え方をモデル化すれば，図 1のようになる。支払賃金を W*,留保

賃金をw,限界生産物価値を V*とすれば， tくt*の期間は W*<V*であり， t>t*の

期間は W*>V*であって，定年時 Tに て 訂=V*となる。生涯をつうじての V*と

~*の現在価値が等しいかぎり，すなわち

~T W*(t)戸dt=~TV*(t)戸 dt (1) 

が成立するかぎり， W*経路は均衡経路である。均衡経路のなかでも， W*が V*以下

から V*以上へと変化する右上り経路の方が， 常に W*が V*に等しい水平経路より

も生涯の富を事後的に大きくする。その理由は， W*経路の右上り勾配の急なほど解雇に

よる逸失利得は大きく， したがって不正行為 (malfeasantbehavior)に訴える刺激は乏

しく，逆に生産性刺激が大きいと考えられることにある。定年制は最適の事前契約の一部

であり，事後的にのみ強制的である丸

そこで W*経路の決定モデルを考えよう。企業も労働者もともに不正行為の可能性が

あるとする。ここに不正行為とは， 当初の相手の期待を裏切る行為 (cheating)であっ

w.w・.v・ 

t' 

図 1

w・111 

W(tl 
V"(t} 

3) Ibid., pp. 1264~1265. かかる主張の前提には，合衆国の離職者のほとんどはレイオ

フによるものであり，その多くは元の企業に再雇用されるため， 事実上の生涯扉用が

存在しているとの認識がある。

4) Ibid., pp. 1265~1266. 
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て，企業のそれは，賃金約束の違反や定年前解雇などであろう。ただし企業の非意図的行

為（倒産による解雇など）は除き，また企業不正行為の時点的分布承t)は，労働者が知

っているとする。これにたいして労働者の不正行為は，期待水準以下の労働能率や企業物

品の持出し・売却などであって，そのもたらす便益を()(労働者 iのそれは 0;) とする。

労働者 iの期待レントR(t)は
T T 

R(t)=e 1~{ W*(か訂(r) 一豆(r)吋 [W*(o)—加）Je-疇 e-'"dて (2) ｝ 
と表わされる。ただし W*(r)一訂（て）は労働者の名目レント額，豆（て）は企業の不正行為

（早期解湿）確率， e'"r[W*(o)一訂Co)J戸璃は労働者にとっての企業不正行為の費

用である。もし O;>R(t) なら，労働者は t時点で不正行為を働くが，その不正行為確

率f(t)は

F[R(O)] for t=O 

Jct)~1JIR(t)] [R'(t)] foe R'<o and t>o 

0 for R'>O and t>o 

(3) 

である。ただし Fee1-~:oof(O)dO である。かくして t=O の時点では，若干の個人に
とって O>R(O)であり，不正行為が選択される（その確率は F[R(O)])。 また R'(t)>o

であれば， t=Oの時点で不正行為をしなかった者が現時点で不正行為をする確率は， さら

に低<,](t)=Oもありうる。もし R'(t)<Oであれば， t=Oの時点で不正行為をしなか

った者も，現時点で不正行為に走る可能性はある（その確率は f[R(t)][ R'(t)])5l0 

企業の課題は，生涯賃金収入が期待 VMPに等しく， かつ定年退職日 Tが効率的に

設定されているという制約条件の下に，労働者の生涯の富を最大ならしめる T とW*(t)

を決定することであろう。式で表わせば

wealth= 〖 {W*(t)+]の[()―e喝 W*(て）¢嘔］
T 

脅 (t)呪W*(て）ヶ嘔}e-'1dt 

subject to 

T T 
wealth=expected VMP=~0 [ V*(t)-](t)e'1~1 V*(,)e-'油—](t)c(t)

点(t)e付V*(て）¢嘔］戸dt—ど，

V*(T)-]CT)c(T) = W(T) 

5) Ibid., pp. 1267~1268. 
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となる。ただしどは雇入れ費用である。式(4)は，富とは，［賃金率］に［労働者不正行為

確率］と［同行為による便益と費用の差］との積を加え， さらに［企業不正行為確率］

と［労働者にとっての同行為の費用］との積を減じ，その合計の現在価値を定年まで集計

したものであることを示す。式(5)は制約条件の第1であって， 富は期待 VMPに等し

く，また期待 VMPは， VMPから［労働者不正行為のもたらす費用＝産出高損失］な

らびに［付随的外生費用］の和と［労働者不正行為確率］との積を減じ，さらに［企業不

正行為確率］と［同行為の限界生産物に及ばす効果］との積を減じ，その合計の現在価値

を定年まで集計し，それより雇入れ費用を差し引いたものであることを示す。式(6)は制

約条件の第2であって， 定年時には純 VMPが留保賃金に等しくなければならないこと

を示す叫

式(4)~(6)の解のスケッチは，以下のようである。企業不正行為確率召(t)が外生的

で W*(t)から独立していれば，労働者不正行為を完全に除去 (fct)=O)できるように，

W*(t)が選定される。労働キアリアー終期の W*(t)が当然重要となるが，それは，労働

者の不正行為便益 01の分布と関係する。もしすべての労働者の当該便益が同一 (0;=0)

であれば， f(t)=Oとなるためには， W*(T)一和(T)LOかっ V*(T)=W(T)であれ

ばよい。労働者が不正行為をすれば，かれは便益 iを受け， 企業は費用 C(t)を負担さ

せられる。その行為が時点 t*で発生すれば，純VMPおよび富は

r V*(t)e-''dt+[O—C(t*) Je-'1* 

である。労働者の不正行為がなければ， それは『V*(t)e-'1dtにとどまる。かくして

C(t)>7Jであれば，不正行為をゼロとする W*経路が選ばれよう。その均衡経路は，常

に R(t)>りとなるような経路である”。

図2は，かかる W*(t)経路として 4つのケースを示す。第 1のケースは ABPで，労

働期間中は常に W*(t)<V*(t)だが， 定年退職時 Tに労働期間中の総 W*(t)と総

V*(t)の現在値を等しくする一時金が支払われる。第2のケースは LQで，慣習的なも

のである。第3のコースは LKHQ(ベッカー＝スティグラーの解）であって，労働者は

LMに等しい保証金支払証券 (abond)を提示して利子 KMを支払われ， T時点で保

6) Ibid. pp. 1268~1269. 

7) Ibid., pp. 1269~1270. 
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図 2

証金償還を受ける (HQ=LM)8)。第4のコースは LHNXで， T時点以降に年金が支給

される。レントの現在価値が iを上まわり，かつ賃金のみによる支給方式と賃金プラス年

金支給方式の支給総額現在価値が等しければ， このコースが最も代表的なものであろう。

どのコースも W*(T)>W(T)であって， T時点の退職強制（定年）が正当化される。

以上は企業不正行為確率ゑ(t)が外生的な場合だが，ゑ(t)が W*(t)によって影響され

る内生的な場合はどうか。労働期間の終期に近いほどゑ(t)は高まり，労働者不正行為確

率穴t)は低まるが，両不正行為のトレード・オフ関係を決着させるものは， 行為費用の

8)ベッカーとステイグラーは，法の執行を違法行為のもたらす利益と違法行為を思いと

どまらせる報酬とのバランスとして経済的に捉え，執行官の適正な報酬体系の栴成要

素として次の 3つを考える。すなわち①違法行為の誘惑（利益額）に等しい入職料

(the entrance fee), ②入職料の生みだす利子にほぼ等しい給与の上積み (asalary 

premium), ③違法行為の誘惑にほぽ等しい資本価値を有する年金， である。いわば

法執行官は，違法行為利益に等しい保証金証券 (abond)を提示して， 雇用期間中

はその証券について利子を受けとり，定年まで違法行為を働かなければ，保証金を返

還され，逆に違法行為の故に解雇されれば，保証金を没収される。かかる分析は，法

執行官だけでなく， 「信頼」 を必要とするすべての雇用労働者（公共部門か民間部門

かを問わず）にあてはまる。以上の記述については， Gary S. Becker and George 

J. Stigler, "Law Enforcement, Malfeasance, and Compensation of Enforcers," 

journal of Legal Studies, Vol. III, Nr.1, January 1974, pp. 9~10, 11. 
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最小化であろう。そのかぎり召(t)が外生的な場合の不確実性は， この場合にはない。労

働期間終期の W*(t)のウェイトは，費用最小化のため減ぜしめられよう。豆(t)の増加は

](t)の増加を誘発し， 定年年齢の引下げを促がすかもしれぬ。ただし賃金，退職金およ

び年金のような対労働者債務の大きさは，かならずしもゑ(t)水準と関連しない。次世代

労働力調達を含めて長期的視点に立てば，逆のことが起こりえよう 9)。

結論はこうだ。賃金プロファイルの上り勾配の急なほど，労働者が不正行為を意図せず

に長期定着化する傾向が強く，そのような場合には定年制の実施されている傾向も強い。

ただしそれに伴う年金制の導入については，それは必然ではなく可能性にすぎない。その

導入促進要因としては，①退職一時金よりも年金に有利な税制の存在，③不正行為の察知

には時間を要するが，年金制度があれば，察知時の制裁として給付の支給停止措置がとれ

ること，などが考えられる。だが③は①ほどの誘因でなく，実証的にもその有意性は疑わ

しい10)。

ところで定年を以上のように説明できたとして，定年前の任意退職についてはどうか。

図3はその 1つの説明法であろう。いま t*時点で他企業から賃金オファー wet*)が示

されたとしよう。 W*(t*)>散t*)だから，労働者は現在の企業にとどまる。だがその他

企業ではwet*)が VMPに等しいとすれば， その労働者の社会的価値は， W*(t*)>V 

(t*)である現在の企業よりも他企業において大きく， かれが現在の企業にとどまるは非

効率であろう。この非効率の除去には適当な退職金の支給が必要である。その一時金は，

w・.v・.w 

W"(l"I 

w. 
I 伽）

V(t) 

1・ T
 図 3

9) lb祉， pp.1270~1271. 

10) Ibid., p. 1272. 
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たとえば現在の企業は t*時点において， VMPを下まわる過去の賃金支払への補償とし

て対労働者債務 (VMPを上まわる面積 ABCD)を負っているので， 同面積相当分であ

ろう。総賃金の現在価値と総限界生産物のそれとが等しければ，均衡条件は満たされ，現

在の企業に損失はない。一方労働者は，退職一時金に加えて以後定年まで他企業から賃金

収入が得られるから，かれが現企業と他企業から受ける総賃金収入の現在価値は

『W*(て）e-バ必+~~・[W*(r)-V*(て）]e-'吋．訂(t*)e-嘔

=〖W*(r)e-'"出—~~.V*(r)e-'油＋＼げ．訂(t*)e-バ dr (7) 

=〖W*(,)e-嘔+~位訂(t*)-V*(,)Je-嘔

となる。転職によってかれは，現在の企業に定年まで在職する場合に比し，和と V*の差

額の現在価値の t*から Tにいたる期間の集計値を余分に受けとる。定年前の企業間移

動は効率的だったことになる11)。

ところで時点 Tは，前記モデルでパラメーターを所与としたときの 1つの解にすぎず，

実際のTの分布は，期待されるほど「滑らか」 (smooth)ではあるまい。ほとんどの定年

年齢が65歳 (1975年合衆国にて87彩）であるのは，社会保障給付の支給開始年齢を65歳と

する条項（外生的要因）によろう。社会保障制度以前の定年年齢分布がもっと分散してい

たという証拠はないが，同制度が T決定要因の 1つであることは確かであろう。学歴の

ごとき個人属性は．労働の価値を余暇の価値以上に高めるかもしれず，他の決定要因たり

えよう。企業ないし労働者の不正行為確率に影響するものも， 同様に決定要因たりえよ

ぅ12)。

§2. モデルの若干の含意

以上のモデルの含意は，次のように整理できよう。①定年制は最適の長期雇用契約の帰

結であって，その前提となる賃金プロファイル（当初は VMPを下まわり， 後に上まわ

る）は，短期では実施できない。③賃金成長と定年制の存在とは正の相関をする。⑧賃金

成長と在職年数とは外生変数ではなく，なんらかの生涯的関数の最適化の結果であって，

それ故定年は，賃金成長と在職年数の決定変数と相関する。④企業年金は,T時点の退職

11) loid., pp. 1272~1274. 

12) Ibid, pp. 1274~1275. 
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強制にたいする 1つの補償方法であって，その導入誘因として，退職一時金に不利な税制

や労働者不正行為発覚のタイム・ラグが考えられ，そのかぎり年金制と定年制とは正の相

関をする。⑥このモデルでは， 企業特殊的労働 (firm-specificlabor)が含意されてお

り， レイオフされた高年齢労働者が従来と同一賃金で他企業に雇われることは， 賃金が

VMPを上まわる故に困難だとされる。⑥定年を必要ならしめる急勾配の賃金経路は，労

働努力を日常的に把握できないことによる代理的管理 (agencyproblem)の帰結である

から，出来高労働者に定年制はありえない。法定定年年齢の引上げ (70歳定年法）にたい

して企業と組織労働者（相対的若年層）が反対し，定年年齢に比較的近い労働者層が大賛

成をしたというが，以上のようにみれば納得できよう13)。

§3. 実証モデルと結果

ラジアーは以上の実証モデルとして次式を考える。すなわち

Prob(MR= 1) = 
1 

＾ 1 +exp {-[ao+a1E+a2(A WG-A WG) ]} 
(8) 

ただしMRは定年制の有無を示すダミー変数， Eは現在の企業における勤続年数， AWG

は労働期間の平均賃金成長水準， AWGは賃金成長回帰による予測賃金成長水準である。

Eの回帰方程式は

E=Po+P1Male+p2White+pa Ed+p, Urban+Ps Married+(i& AF] (9) 

であり， Edは教育年数， AF]は最初の入職年齢， その他はダミー変数 (1または 0)

を示す。 AWGの回帰方程式は

AWG=ro+riMale+rzWhite+raEd+r,Urban+rs Married+rs AF] (10) 

である。式(9)と(10)を式(8)に代入すれば

prob(MR=l) = 1/ {1 +exp[ -(1Jo+TJ1 Male+TJ2 White+7J3Ed 

+714Urban+71s Married+71s AF])]) (11) 

を得る。定年制ダミー変数に代って年金制ダミー変数 PPを導入すれば，式(8)より

prob(PP= 1) = 1 

1 +exp {-[80+81Ed+8z(A WC-A WC)]} 
(12) 

を得る。パラメーターふとあがパラメーター a1と azと同符号なら， PPと MRの

間に正の単純相関が期待できる。なお AWGは

13) Ibid., pp. 1275~1277. 
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AWG三
W,-W10 
t-t。 (13) 

と定義され， t。は最初のフルタイム職務に就いた年齢， w,。はその賃金率， tは調査時

の年齢， w,はその時点で就いている職務の賃金率を示す。 ただし在職年数 Eは，現職

務に就いた日から調査日までの期間を示す14)。

ラジアーの用いたデータは， 1967年~1971年の縦断的引退経歴調査 (theLongitudinal 

Retirement History Survey, 略して LRHS)によるもので， 1969年現在で58歳~63歳

だった1,100人の個粟調査を基礎としている。ラジアーは， そのデータを実証モデル［式

(8)~(12)]に当てはめた結果を表にまとめているが，それによれば，式(8)の定年制適

用確率に及ぼす在職年数および賃金成長の影響は明らかである。 a,=.02727(. 00249), 

a2= 2. 8992(. 502)であって（ただしカッコ内は標準誤差）， とくに 0:2の値の大きいこと

は，賃金プロファイルにかんする刺激説ないし代理的管理説を裏づける。すくなくとも順

番待ち理論ないし差別理論では，定年制は説明しきれない。式(12)の企業年金適用確率に

ついても同様であって，ふ=.02958(. 00249), ぁ=5.8557(. 5791)である。 とくに注目す

べきは，定年制適用確率の平均値(.352)が年金制適用確率の平均値(.485)にかなり近

いことであろう。当該調査標本では，年金制適用者の62形が定年制の適用下にあり，また

定年制適用者の86彩が年金制の適用下にあったが，このことは，両制度が対をなすことを

示すものであろう。退職一時金が税制上不利であり，また労働者不正行為の発覚にタイム

・ラグが伴う場合には，生涯賃金収入の現在価値が同一であるかぎり，賃金経路は定年制

だけでなく，年金制をも伴うだろう 15)。

定年退職年齢の変動についての若干の証拠は＾表1によって与えられる。それによれ

ば，まず第1に学歴 Edは，定年年齢に有意の正の効果のあることを示す。それは，高学

14) Ibid., pp. 1278~1279. なおいうまでもないが， 式 (8)はロジスティック分布 P=
1 p 

を想定している。 ただし O=xfJ+e。前式を変形すれば砂=1-P• したがl+e-0 
p 

って 0=log(昌缶ある。よってロジット・モデルの推定式は log(y:二-p)=xfJ+e 

となる。

15) Ibid., pp. 1280~1281. なお新規採用者は，定年制を含めた企業内情報を熟知せず，

そのため定年制ダミー変数のデータにパイアスが生じるおそれがある。そこで在職期

間が第20百分位以内のものと然らざるものに区分して推定しても，結果は基本的に変

わらなかったという。
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表 1

Rt:GRESSION ANO LOGIT RESULTS 

MR Age 

OLS 

Male -.093 
(.256) 

White -.387 
(.246) 

Eel .118 
(.017) 

Urban -.133 
(.120) 

Married .198 
(.225) 

AF] -.005 
(.009) 

E -.032 
(.001) 

Constant 66.4 
(.4) 

R' .066 
N 1,429 
SEE 2.25 

Non:. —S1:ond:nd errors are ;n parenlhem. 

歴者の自発的退職年齢もまた高いことを暗示する。第2に在職期間Eは，有意の負の効果

を及ぼす。標本年齢はほぼ同じ (58歳~63歳）であるから，在職期間は，逆算すれば現職

務に就いた時点の代理指標たりうる。かくしてEのパラメーターが負であることは，現職

務への入職の新しいほど定年年齢の遅いことを示唆する。その理由は，余暇の価値が予期

したほど上昇しなかった（和[t]のプロファイルが予期した以上にフラットであった）

か，労働者の生産性が予期した以上に高かった (V*[t]が予期した以上に高水準であった）

ことにあろう。第3に白人たることの係数は負であり（ただし有意ではない）， それは，

他の条件が一定なら，白人の定年退職年齢が黒人より早いことを示す。おそらくその理由

は，他の条件（学歴や都市生活歴など）が同一の白人の所得は黒人のそれより高く，しか

も賃金変動のほとんどが学歴効果で説明されるかぎり所得差は非賃金所得の差であり，し

たがって余暇にたいする所得（非賃金所得）効果が正であることに求められえよう 16)。

結局のところラジアーの結論はこうだ。定年退職制とは，労働者と企業の双方の最適化

行動の結果として，若年期にはVMPを下まわり高年期にはVMPを上まわる賃金の長期

16) Ibid., pp. 1281~1283 
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的流れ〔他の場合よりも生涯的VMPを高める〕が採られる場合に， VMPを上まわる賃

金をもはや支払うに値しなくなった時点で退職を強制する制度であると。定年退職制は社

会的かつ個人的に最適のものであり，「その強制的性格は幻想,J:のもの」だともいう。し

たがって在職期間の長い有能な労働者（たとえば高学歴者）ほど定年制適用の可能性は高

く，そのことは実証されてもいる。したがって一方で70歳未満定年を違法とする法律を定

めながら，他方で社会保障給付の受給年齢を65歳のままにしておく (70歳まで引き上げな

い）とすれば，効率のロスというものであろう 17)。

2. 1986年論文

ラジアーはその後も精力的に論文18)を発表しているが，ここでは『労働経済学ハンドブ

ック」に寄せた長文の論文「労働力からの引退」19)をとりあげよう。その理由は， それが

以後の研究成果をとり入れているだけでなく，企業年金や社会保障との関連にも言及し，

しかも分りやすいからである。以下にそれをみよう。

§1. 事実関係と定義

ラジア＿によると， 引退年齢の過去の低下トレンドは，所得効果の結果などという

単純解釈では説明しきれないという。それに引退 (retirement) とは漸進的プロセス

(a graduate process)であるから，引退の定義如何によって結論も変わりうる。また引

退は労働供給の「どちらかといえば極端な」 (ratherextreme)表現であろうから，個別

的に扱われるべきものでもあろう。ともあれ過去の理論モデルは，労働・余暇選択の 1期

モデルから動学的な異時点間の最適モデルに至るまで多様である。その場合退職一時金・

企業年金を含めて報酬パッケージ (thecompensation package)は外生的とされ，定年

制 (mandatoryretirement)はその最適化の帰結として導入される。 だが諸研究にみら

れるパラメーターの大きさや符号は，企業年金以外に社会保障給付を導入しても，かなら

17) Ibid., p. 1283 

18)その中でとくに挙げるとすれば， E.P. Lazear, "Agency, earnings profiles, prod-

uctivity, and hours restrictions", A加 ricanEconomic Re加iew,Vol. 71, Nr. 4, 

September 1981 であろう。ただしこの論文は， 1979年論文をかなり踏襲している。

19) E P. Lazear, "Retirement from the Labor Force", in Orley Ashenfelter and 

Richard Layard, ed., R叩 dbookof Labor Economics, Vol. l, North Holland, 

1986. 
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ずしも一致しない。確実なのは， 急勾配の年齢・年金プロファイルが引退を遅らせ， ま

た保険数理上の年金価値が引退年齢の上昇にかんして逆U字型の変化をすることだとい

ぅ20)。

まずは引退の事実関係からみよう。引退状況の如何は，当該年齢の労働力率に直接反映

されよう。表2は合衆国の例を示す。それによれば，高年齢男子の労働力率低下は顕著で

ある。女子については．たとえば35歳~44歳労働力率にたいする65歳以上労働力率の低下

にみられる早期引退効果は．全体的な労働力率上昇トレンド（とくに55歳~65歳）によっ

て圧倒されている。また高年齢者の平均余命 (lifeexpectancy)は上昇傾向にあり，たと

えば1950年と 1980年における65歳男子のそれは13年と14年， 70歳男子のそれは10年と11年

であった。これは，引退生活年数の増加を意味する。

だが表3をみると，高年齢者 (65歳以上）労働力率の水準と変化は国により大きく異な

る。労働力率水準の高いのはデンマークと合衆国であり，低いのベルギーとオランダであ

る。労働力率低下が最大なのはフランスであり，最小なのはデンマークである。これと関

連して所得成長と労働力率低下との相関は，横断面（国際比較）でも時系列でも確認でき

表 2
Labor force participation rates. 

LFPR LFPR LFPR/LFPR 
Group Year 6S+ 55-65 65+/35-44 

Males 1947 47.8 89.6 0.49 
1954 40.5 88.7 0.41 
1959 34.2 87.4 0.35 
1964 28.0 85.6 0.29 
1969 27.2 83.4 0.28 
1974 22.4 

{j-4 0.23 
1979 20.0 .0 0.21 

Females 1947 8.1 24.3 0.22 
1954 9.3 30.1 0.23 
1959 10.2 36.6 0.24 
1964 10.1 40.2 0.22 
1969 9.9 43.1 0.20 
1974 8.2 40.7 0.15 
1979 8.3 41.9 0.13 

White males 1954 40.4 89.2 0.41 
1979 20.1 73.6 0.21 

Nonwhite males 1954 41.2 83.0 0.43 
1979 19.6 66.9 0.22 

White females 1954 9.1 29.1 0.23 
1979 8.1 41.6 0.13 

Nonwhite females 1954 12.2 41.2 0.21 
1979 10.6 44.3 0.16 

20) Ibid., pp. 305~307. 
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ず，早期引退化にたいする所得効果の証拠はほとんどない21)。

ところで引退とは一体何か？ その定義は多様であって，ラジアーは「定義の妥当性は

主として用語の使われ方による」とまでいうが，「若干の可能な客銀的定義」として次の5

つをあげる。①終生の労働力退出，R通常 (current)水準以下の労働時間の継続，⑧企

業年金給付の受給，④退職者名薄への登載，⑥本人名義の社会保障給付の受給，がそうで

ある。どの定義が適切かは研究の目的と性格によるから，引退の最も実りある定義方法な

ど存しない。たとえば既述の引退経歴調査 (LRHS)では，労働時間ゼロの者が「引退し

ている」と回答し， 35時間以上の者が「働いている」と回答したのは当然だとして， 25時

間~29時間の者の73%は「部分的に引退している」 ("partiallyretired")と回答してい

る。かれらも40時間労働への復帰を考慮していれば， 自分を部分的引退者とは考えない

だろうし， レイオフ中の者なら当然そうであろう。要するに引退の客観的尺度がないの

だ22)。

過去の研究（たとえばA ・ガストマンと T•スタインマイヤ＿）によれば，就業状態を脱

した者の1/4以上が自らを部分的引退者とみており，部分的引退者とそうでない者につい

て異なる賃金収入関数 (earningsfunction)が推定される。その理由としては，労働時

間数と賃金収入との間には強い相関が存するが，部分的引退者を無視すると，年齢上昇に

ともなう賃金収入減少が過大視されかねないことや，また労働時間の賃金に及ぼす効果と

賃金の労働時間に及ぼす効果とは切り離しえないことが考えられる。そこで引退を生涯労

働供給のタームでみた特別なケ＿スと考えれば，確かに分析上の一貫性は保たれようが，

表 3
Labor force participation rates, 65 + (in percent). 

Country 

Belgium 
Denmark 
Finland 
France 
Germany 
Italy 
Japan 
Netherlands 
Norway 
Sweden 
United Kingdom 
United States 

21) lb絋， pp.307~309. 

22) lb絋， pp.309~310. 
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1956 

13.8 
20.0 

20.7 
16.5 
15.6 

13.1 
20.6 
20.5 
16.2 
23.7 

1975 

6.3 
19.9 
8.9 
7.1 
10.0 
7.1 
30.7 
6.8 

10.9 
10.7 
14.6 
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引退が特有の制度的特徴（企業年金，社会保障，定年制など）と結びつくことは否定でき

ない。また引退後のゼロ労働供給は余暇の一括取得であり，かかる労働供給の分断ないし

不連続は，別個の親察対象たるべきであろう 23)。

§2. 過去のモデル

引退にかんする「最もやさしい原初的モデル」は，労働生涯期間内の各年を独立したも

のとし，引退をその年のその時点に影響するものとみるモデルであって

U=U(L1, ふ，L2,X2,…,L必）

と書ける。各期を 1期フレームで示せば

U=U1(L1, ふ）＋砧(L凶）＋…＋砧(L必）

(14) 

(15) 

とも書ける。ただし Ltとふは，任意の t期に消費される余暇と財を示す。余暇が正常

財であるかぎり，期内の所得増加はその期内の労働供給を減ぜしめ，余暇が総利用可能時

間と等しくなると，引退となる。だが賃金増加の場合には所得効果と代替効果が作用する

ため，純効果は不確定である。またこのモデルでは，過去や未来との関係にふれずに引退

を論じるため，引退決定に関わる特有の因子が包摂されることはない。

その意味でこのモデルは，社会保障の引退に及ぼす効果の分析に適している。たとえば

図4は，予算制約が，社会保障によって Alfから ACDEBに屈折せしめられることを

示す。稼得収入テスト (earningstest)により，稼得が Y。以下であれば社会保障給付

Income 

B

Y

 

Y., c
 

24 

図 4

Leisure 

23) Ibid., pp. 310~311. 
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が満額万C支給され，稼得が％を超えれば， その超過額におうじて給付が定率で減額

され，稼得が巧に達すると給付はゼロとなる。このような予算制約の部分的上方移動と

屈折は，労働供給ビヘイビアーを微妙に変化させる。その変化は， AからDへ，あるいは

Fから Cへ，あるいは Gから Dへとさまざまであろう。だがこのモデルは，異時的変化

を無視する。たとえば稼得収入テストがなくとも，高齢者 (72歳以上のような）はもはや

再労働力化しないだろうし，また若年齢期の人的資本蓄積は高年齢期の生産性に影響を及

ぼそうし，さらに社会保障給付や企業年金給付は引退前の稼得水準や就業年数の関数であ

るが．それらは無視される24)。

ライフ・サイクルが引退決定に及ぼす効果は，どのように考慮されるべきであろうか。

最も単純な方法は，標準的な余暇需要フレームを用いることであろう。余暇を非労働年数

（生涯年数 Tー労働年数L)とし，年間給与を Wとすれば，労働者の生涯効用最大化と

は

max U (余眠消費支出）
●,t 

消費支出=LW=(Tー余暇）W
(16) 

であろう。所得効果は引退年齢の低下を意味し，代替効果はその上昇を意味するが，その

純効果は不確定である。労働市場における時間の価値は年齢とは独立のものとされている

が，生産性は外生的（身体的）にも内生的（人的資本による）にも変化するから，実際は

そうではない。だから余暇の価値がその利用時期を問わず不変であれば，特定時期の労働

が他の時期のそれよりも選好されよう。

だが余暇の価値も変化する。もし時間の市場価値が不変なら，余暇の生涯的均等化（毎

週末の休暇，頻繁な短期休暇，サバテイカル休暇など）が行なわれてよいものを，実際に

は一括取得 (bunching)される。熟練も，使わなければ陳腐化して減価するから， 労働

時期の一括化が望ましい。労働にせよ余暇取得にせよ期間の一括化は，固定費用の回収に

有効であろう。

かくして引退の条件は，余暇の価値が労働の価値を上まわることであって，高年齢者の

生産性が若年齢者のそれを下まわることではない。図 5はそれを示す25)。

以上の単純モデルとは対照的に，複雑な多期間モデルを考えることもできる。 1期モデ

ルの問題点は「非常に強い意味での可分性」にあり，引退決定に影響するのはその時点の

24) Ibid., pp. 312~313. 

25) Ibid., pp. 314~316. 
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賃金ないし企業年金の水準だとされるが，たとえば年金価値すら引退年齢から独立してい

ない。その故に「年金は保険数理的に公正である必要はない」 (R・ブルクハウザー）と

もいわれるが， 年金給付の期待現在値の引退年齢別経路を描けば， 図6のようになろう

(C・ライマース）。囮の通りとすれば， 55歳の労働者は当然現職にとどまる。いまや引退

決定要因は賃金と年金価値の和 CJ・バロウ）というべきであろう。

「真の」 ("true")賃金とみて

ラジアーはそれを

危=w; け (P1-P1-1)

と定義する。ただし危は t期の真の賃金， w,iま t期の観察賃金， ptは t期に引退

当然 P,>P,-1であれば危>W,,

(17) 

する場合の年金給付の現在期待値である。

であれば危<W,となる26)。

Pt<Pt-1 

真の賃金は，付加給付の価値の変化を考慮していて有用な概念だが，真の賃金の如何だ

けで引退が決意されるわけではない。たとえば図7(a)の場合， to期の和1はピ ークであ

26) Ibid., pp. 316~317. 
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るのに余暇の価値は低<,w, の低下する to+l期でも余暇の価値はなお低い。 w,と余

暇の価値の一致する点が引退期だという主張 (E.シェシンスキー）も， 図7(b)のよう

に複数の交点の存する場合には正しいとはいえない27)。

ライフ・サイクルよりみた引退は，動学的最適化の問題として捉えられる。すなわち式

(14)に代り

Tl 
max U= U(L(t),X(t))す P1dt,

s t. 
, ＼。

T 炉(t)e-'1dt=~W(t)e-'1dt+ P(T) 

゜

(18) 

(18a) 

を考えればよい。ただし T'は死亡年齢， pは割引率， rは市場利子率， P(t)はT期に

引退した場合の企業年金・社会保障給付の期待現在値である。この一般モデルの特定化と

してラジアーは， 5つの型の実証研究例をあげる。第1の型 (0・ミッチェルと G・フィ

ールヅ）は，期待生涯所得の現在価値および引退時期を織りこんだ間接効用アプローチで

ある。欠点は，効用可分性を前提し， ライフ・サイクルを単—期間別に解消するおそれ

のあることや，また所得のライフ・サイクル面を捉えるにしても，余暇選択のライフ・サ

イクル面（引退後の余暇一括取得とその早期分割取得との間のトレード・オフなど）を無

視することなどだが， 「比較的扱いやすい」という。第2の型 (R・クラーク， T・ジョ

ンソン， A・マクダーメッド）は，引退決定を世帯の枠組のなかで捉える。その枠組では

配偶者の存否，配偶者所得，子供の将来性・富裕度が引退ビヘイビアーに影響しよう。第

3の型 (G・ゴッツと J・マッコール）は， とくに退役軍人を分析して諸種の不確実性

（現在のジョッブの賃金の流れ，他企業からの求人，余暇の価値など）を変数として織り

こむ。第4の型 (A・ガストマンとT・スタインマイヤー）は，同じく退役軍人の民間就

{al (b) 

三~!'.ば

Value at 
Leisure 

t
 

"
W
 

t。 Age (t) t。 Age {t) 

図 1

・:27)lb辺.,pp. 317~318. 
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職にかんして説明変数として選択的民間賃金（企業年金と社会保障を含む）を明示的に織

りこむ。第5の型 (B・アシュ）は，パラメータ＿表示されがたい異質因子，たとえば引

退決意上の趣好（高年金・低賃金かそれとも高賃金・低年金か）をとりあげる28)。

だがラジア＿によれば， 以上の実証モデルは， 制約条件の存在理由， 制約条件の重要

性，稼得収入と年金との関係，年金の第一義的存在理由を究明しようとしない。制約条件

の最も明白なものは定年であろう。完全就業している労働者がある日賃金調整もなしに直

ちに雇用調整されるというのは，経済学的には困惑を覚えさせる。ラジアーの既述の1979

年論文はその点を解明したものだが，かれは，さらに年金を賃金と同一フレ＿ムワークの

なかで論じ，年金給付の保険数理的非中立性 (theactuarial non-neutrality)を説く 29)。

かれによれば，その基本的な考え方は以下のとおりである。

労働者の生涯報酬プロファイルの形状は，①労働時間選択（引退日はその特殊な場合）

に影響を及ぼし，R労働努力水準のコントロールをつうじて生涯的労働生産性にも影響を

及ぽし，労働供給ビヘイビアーを変える。問題は，労働努力水準適正化のための年齢・菩！

得プロファイル調整が， 引退時期を含めた時間選択を歪める点にある。図8がそれを示

す。 V(t)を限界生産物価値， W(t)を留保賃金とすれば，効率的引退時期はその交点で

あろう (W(t)は支払賃金経路）。だが W(t)が t*期以前は V(t)を下まわり以後は上

まわる賃金経路を採ると， t=Oから t=Tまでの W(t)および V(t)の流れの現在価値

VMP,W,W 

図 8

28) Ibid., pp. 31む 320.

雨(tl

V(t) 

V' 

Age(t) 

29)民間保険会社の個人年金保険を別として，公的年金は保険数理を当初から貫徹させよ

うとしていないし，企業年金も同様だとすれば，企業年金は報酬形式の 1つとなって

しまう。
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が等しければ，労働者にとって， 賃金経路としての W(t)と V(t)は無差別に選択でき

よう。だがまず第1に， T時点で W(t)>W(t)であれば自発的引退は望めず，引退強制

が必要となろう。第2に，その他の条件は等しくないし，また労働努力水準は賃金経路の

選択から独立していない。たとえば支払賃金が V(t)水準のときに労働努力水準を V'ま

で下げれば，おそらく解雇されようが，失職費用 V.(t)と余暇利得 (W(t)相当の効用）

の差は僅少だから， 労働刺激は乏しい。だが支払賃金が W(t)であれば失職費用と余暇

利得との差 (W(t)-W(t))は大きく，労働刺激は大きいであろう。直観的にいえば，若

年齢労働者の高い労働努力水準は，高年齢期の高い賃金水準を期待したもので，現行の賃

金水準を反映したものではない30)。

W(t)プロファイルの右上り勾配が急であるほど，企業が労働者期待を裏切ろう（定年

前解雇ないし期待以下の賃金支払い）とする刺激は強い。他方最終期まで最適労働努力を

持続させるには，労働者報酬の一部を退職後に支払う方策が必要であり，このことが労働

者報酬の一部年金化を正当化する。この分析視角は，任意退職，強制退職（定年），賃金収

入，および企業年金を統一的に把握するものだが，欠点はその決定論的なところにある。

いわばそれは，健康上の理由もしくは他企業に移った場合の自己生産性 (VMP)予測の不

完全性という理由から，他の型の時間利用が選択された場合に生じる可能性のある非効率

を無視している。それに企業年金が保険数理的にみて公正であることは，おそらく稀であ

ろう。ラジアーは，引退年齢に対応した年金給付の期待現在値パターンを図 6のように逆

U字型とみる。そのヒ°ークは労働者ないし企業によって異なろうが，通常の早期退職年齢

(55歳）後の低下は珍しくもない。その理由は，図8のように， t*歳以後の支払賃金 W

(t)が限界生産物価値 V(t)を上まわっていることにある。 T歳以前の退職にたいして，

企業は喜んで退職手当を支払うであ，ろう。 31)

定年 (T歳）前退職の効率性を示すのが，図9である。労働者は退職時 Tまで賃金 W

(t)を支払われ， その後死亡まで (TT'),年金を支払われる。 to歳時の時間の予測価値

（他の型の時間利用の場合の）は WCto)であるが，もしそれが他企業からの予想外の高

賃金オファーもしくは余暇の価値上昇により W。となれば， Wo>Vo(t)の故に離職する

，ことが効率的であるはずだが， なお W(t)>W,。であるため自発的退職は行われない。

to歳時に任意退職を促がすには，定年まで在職した場合の V(t)を上まわる賃金部分（面

30) Ibid., pp. 320~322. 

31) Ibid., pp. 322~323. 
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積 ABCD)と定年後の年金（面積 EFT'T)の合計が年金として支払われ，それが本人に

とっても効率的であることを要する。

すなわち定年まで在職すれば，現企業より

[V(t0)J(T-T0)+ABCD+EFT'T 

を受け， to時に任意退職すれば，現企業より ABCD+EFT'Tを， また新企業からの賃

金として（もしくは余暇の価値として）す。(T-to)を受けとる。かくして W。>V(to)

の場合には， to時点の任意退職が効率的である。そのことは，年金の現在価値が T時点

よりも to時点において高く，その経路が逆U字型であることを示す32)。

§3. 過去の実証研究

引退ビヘイビアーに及ぼす稼得（賃金）収入の効果は，稼得収入の現在価値だけでなく

年齢・稼得プロファイルの形状にも影響される。そのプロファイルの勾配と稼得の流れの

現在価値との間に相関がなければ，稼得現在価値の引退に及ぽす効果は，所得効果（早期

引退を促がす）と代替効果（それを思いとどまらせる）のために相殺されて不確定であ

る。一部の研究 (R・ブルクハウザー， R・ゴ＿ドンとA ・ブラインダー）によれば，

代替効果が所得効果を上まわる。別の研究 CJ・ミンサー）によれば， 学歴水準の高い

ほど年齢・稼得プロファイルの勾配は急である。多くの研究は， 「その時の賃金」 (the 

32) Ibid., pp. 323~324. 
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current wage) は引退決定に「ほとんどないしまったく」影響がないとみるが， その

「抑制効果」を認めるものもある。「その時の賃金」という言葉の意味の曖昧さもあろ

うが， プロファイルの引退確率に及ぼす効果は不明確である。なお部分的引退 (partia↓

tetirement)を考えれば， 他社の提示する選択的賃金も引退決定上の要因であり， それ

は「小さな負の効果」を及ぽすという (A・ガストマンと T・スタインマイヤー）33)。

引退行動に及ぽす社会保障の効果についてはどうか。社会保障は高齢者労働力率を低下

せしめるとの研究 (M・ボスキン， M ・ハード）は存するが，概して社会保障の労働力行

動に及ぽす作用は多様なので，推論には困難を伴なう。だが社会保障給付の受給資格は早

期引退と関連するとの研究 CJ・クイン）が，他にも存する。他方社会保障の富の大きい

ほど引退傾向は低いとの研究 (A・ペレキオ， R・ブルクハウザー， M ・ハードとM ・ボ

スキン）があり，またその富は，とくに女子労働力化に強い負の効果をもっという (G.

ハノッホとM・ホニッヒ）。これは， 社会保障給付の保険数理的価値が， 企業年金と違っ

て引退年齢の遅れとともに上昇するだけでなく (G・フィールズと O・ ミッチェル）， 62 

歳と65歳の間では公正な (fair)水準を上まわる (A・ブラインダー， R ・ゴードン， D

・ワイズ）からである。ある研究 CJ・ハウスマンと D・ワイズ）は，勤続増加による社

会保障給付加算の増大は引退確率を有意に低下させるという 34)。

ラジアーによれば，社会保障は多くの点で企業年金の公共版であり，引退ビヘイビアー

にたいする企業年金効果の研究は， 社会保障のそれと「精神と方法論の上で類似してい

る」という。だが企業年金フ゜ランは多様なので，年金受給資格上の多様さが注目される。

労働者は，自分の好む年金プランを選択できる。重要なのは，企業年金が市場競争をつう

じて賃金と直接結ぴついていることであろう。社会保障給付の変化は外生的だが（賃金と

の関連は間接的）， 企業年金給付の増額は， 生産性上昇のないかぎり賃金調整で相殺され

ねばならない。だがこの点が無視されやすい。

過去の研究を要約すれば，以下のようである。高齢者労働力率の劇的な低下は，企業年

金適用労働者比率の上昇と対応しているが (A・ブラインダー），他方在職期間 (tenure)

33) Ibid., pp. 325~326. 

34) Ibid., pp. 326~328. 序ながら日本の場合はどうか。清家篤氏によると，利用する調

査データによって計測値は異なるが，総じて公的年金 1形上昇は，就業確率を0.25%

低下させるという（清家篤『高齢化社会の労働市場」東洋経済新報社， 1993年，第4

章と第 5章）。

204 



定年退職，部分引退および完全引退にかんする理論と実証（小林） 527 

の増大につれて年金価値は低下するので (E・ラジアー）， 勤務年限の長い者ほど早期引

退を受諾しやすい (R・プルクハウザー）。かくして年金制度の存在は引退確率を高める

が (R・ゴードン．とA・プラインダー， A・ガストマンとT・スタインマイヤー， J・ク

ィン），その逆も考えられる cc・ライアース， R・プルクハウザーと J・クイン， L・

コトリコフ）。この点では性差があり， 年金制度を有する者の引退傾向は，そうでない者

に比して男子の場合は大きく， 女子の場合は小さい (R・クラークとT ・ジョンソン）。

なお年金の富 (pensionwealth)ではなくて賃金・年金を併せた貨幣的富 (monetary

wealth)を論じ， 勤続追加年数のもたらす貨幣的富の増加が小さいほど引退性向は大き

いという主張 co・ミッチェルと G・フィールズ）も存する85)。

実証結果が多様なのは，コントロールされている条件が異なるためである。たとえば年

金制度の有無と引退年齢の高低との間の単純相関は， それ自体なんら特定情報を与えな

い。年金価値が引退年齢とは無関係で，かつ保険数理的に公正であれば，年金効果は所得

効果（引退確率の増大）のみであろう。引退延期は，等価年金の支払期間圧縮を意味する

にすぎない。だが多くの企業年金給付算式は，給付額を賃金収入と直結させており，賃金

と年金とは正の相関をしている (B・アシュ， P・タウブマン）。また賃金水準と賃金成

長率の高いほど引退は抑制されやすい（代替効果）。かくして年金と賃金との相関は， ラ

イフ・サイクルをつうじて余暇の最道経路に微妙な影響を及ぼす。年金ないし社会保障の

10彩給付引上げは，引退年齢を 1,io年低下させるという (0・ミッチェルと G・フィール

ズ）86)。

部分的引退を論じた研究 (A・ガストマンとT・スタインマイヤー）を別とすれば，主

たる職務 (theprimary job)の離脱と非労働力化とは，ほとんど区別されていない。そ

れを区別しようとすれば，現在のジョッブの賃金・諸給付と代りのジョップのそれとの関

係が究明されるべきだが，データの入手は困難であろう。だが過去の研究におけるそれ以

上の難点は，「問題を必要以上に真空状態で扱っている」ことだという。労働供給と引退

とは相互に関連しているというのに，その関連の経験的側面よりは理論的側面に焦点が合

わされてきたともいう。そこでラジアーは，いよいよ自己の理論展開を示す37)。

35) Ibid., pp. 328~329. 

36) Ibid., pp. 329~330. 

37) Ibid., p. 330. 
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§4. 理論展開

引退行動の研究で最近企業年金が注目されだしたのは，その影響が増大してもはや中立

的でなくなり，引退決定要因として賃金と同じウエイトをもつようになったためである。

もちろん企業年金の適用状況はさまざまで，たとえば労働組合員の年金適用傾向は非組合

員のそれより大きく，高齢者の適用傾向は既婚者かつ白人であるほど大きく（ただし稼得

収入と学歴を所与とすれば人種間格差はない）， また女子の適用傾向については， 専門職

は不熟練者より，末婚者（生涯独身者）は未亡人より大きい。なお年金水準（早期退職手

当を含む）は政府部門の方が民間より高い38)。

年金には， 確定拠出型 (definedcontribution) と確定給付型 (definedbenefit)の

2つの基本型がある。前者は，労使がそれぞれの確定額を拠出し，退職時および（もしく

は）それ以降に，拠出額にその運用益を加えた総額を一時金および（もしくは）年金とし

て労働者に支払うものである。この型は比較的少なく，また比較的小さな企業にみられ，

適用者数も少ない。これに対して後者は，年間フロー給付額を勤続年数と賃金収入の関数

とするものであって，①プルー・カラー労働者間にみられる「基本型」 ("pattern")ない

し「単式」 ("flat")プランと， ②ホワイト・カラー労働者間にみられる「通常型」 ("co-

nventional")プランとに分けられる。①は， 勤続年数に基礎額を乗じたものを年間給

付額とし，③は， 勤続年数に平均給与額の一定係数倍したものを乗じて年間給付額とす

る39)。

ところで年金にかんして問われるべき 2つの基本的な問題がある。その第1は，年金そ

のものの存在理由であり，第2は，年金が企業間労働移動，労働努力，および引退時期に

及ぼす効果である。まず後者から考えよう。

単純化のため 1期モデルから出発する。労働者は賃金 W を支払われ，生涯労働時間

Hの労働を提供し， 年金 Pを受けとる。なお Pは勤続年数・給与その他の関数であ

り， H は労働者が選択でき，また労働所得と放棄余暇効用 L(H) とはトレード・オフの

関係にある。いま k を労働努力水準および（もしくは）人的資本とし， Vを素材として

の「生の労働」 (rawlabor)の価値とし， (V+K)が単位時間産出高となるように Kと

Vを正規化すると，生涯産出高は

lifetime output=(V+K)H (19) 

38) Ibid., pp. 330~331. 

39) Ibid., p. 331. 
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である。 Kの生産費用は，労働努力の不効用もしくは各種の訓練投資であって，それを

C(K)で示す40)。

さて労働者の効用関数が

U=income+pension-L(H)-C(め

or 
(20) 

U=HW+P-L(H)-C(K) 

であれば，労働者は効用を最大ならしめる H とK を選ぶが， その際決定的なのは，賃

金と年金の合計額が市場競争による制約を受けることであろう。とすれば生涯産出高と生

涯賃金および年金との間には

HW+P=(V+K)H 

or (21) 

W=V+K-P/H 

が成立しよう。式(21)の関係は明白に実証されたとはいえないが， 理論的には説明がつ

< 41) 

゜
式(20)および式(21)から最大化問題は

max (V+K-P/めH+P-L(H)-C(K)
HK  

max (V+K)H-L(H)-C(氏）
HK. 

となる。その一階の条件は

H=C'(K) 

and 

(V+K)=L'(H) 

(22) 

(22a) 

(22b) 

である。かくして次の 2点が注目される。第1に，年金費用が賃金控除分で賄われる（企

業が右手で与えたものを左手で取り返す）なら，年金は，労働者の労働供給行動と無関係

である。第2に，式 (22a)は，労働努力ないし人的資本の限界費用が産出上の労働努力の

価値に等しいことを示し，また式(22b)は， 労働時間の限界費用がその「真の価値」 (the

true value) に等しいことを示す故， 式(22)の最大化とは最高効率化を意味する。実証

研究にとって，その意味するところは大きい。もし式(21)のように市場という制約があれ

40) Ibid., pp. 331~332. 

41) Ibid., pp. 332~333. 
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ば， 引退時期を年金に回帰させても意味がない。生涯賃金を不変とすれば，年金の存在

は，それだけ生涯産出高 (V+K)Hが生涯賃金を上まわらねばならないことを意味する。

その産出高増加が， K ないし V+Kの増大によらず Hの増大によろうとすれば， 引退

時期は当然に遅くなる42)。

したがって年金が引退を早めるためには，たとえば後方に反転する労働供給曲線のごと

き他の条件ないし要因の存在が必要となろう。いまや制約条件としての式(21)について，

その内部化ないし内生化が求められるべきであろう。その 1つの方法は，確定拠出型の代

りに任意拠出型の年金プランを導入し，拠出額1ドル増加の場合に賃金1ドル減額を実施

することであろう。だが確定給付型の年金では，かかるトレ＿ド・オフは明確ではない。

企業損益の均等化には，式(21)より

W=V+K-P/H 

という条件成立が必要だが， 企業が PIHの代りに万万 (=J>IF/Hりただし [>IFと lf'F

は労働者の選択した値）を取り入れ，損益均等条件を

W=V+K-朽万 (23) 

とすると，最大化は式(22)の場合とは異なる。もしすべての労働者が同型とすれば，年金

相当額控除を当然とする同一行動をとるが，それは，均一趣好集団がレストランで同一注

文をし，均等割りの勘定をするのに似るの。

すなわち単位時間当りの均衡年金費用水準が万万であれば，労働者の賃金は式(23)で

示され，最大化はもはや式(22)についてではなく

max (V+Kコ功f)H+P-L(H)-C(K)
HK  

と示される。その一階の条件は

8 8P 
訊 H+訳―C'(K)=O

and 

(24) 

(24a) 

a 
詔 =V+K-(即 如 嘉1-L'(H) = 0 (24b) 

である。式(2紐）と(24b)は，年金方式が時間賃金率 (Kよりみた）と労働時間数 (Hょ

りみた）に依存することを示す。条件次第では式(2位）は式(22a)に， 式(24b)は式(22b)

42) lb弘， pp.333~334. 

43) Ibid., pp. 334~335. 
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に帰するが，その条件の例は確定拠出型年金であろう。その「基本型」プランは，勤続1

年当りの給付基礎額を Pとすると， P=f)Hにて示される。この型にあっては 8P/8K=

0であるから，式(2位）は式(22a}となる。また aP;aH=flであり，かつ万W=fl(・:P 

=f)H*, flH*/H*=/1)であるから，式(24b)は式(22b)となる44)。

だが確定給付型年金の「通常型」プランの場合には，事情は異なる。給付は，年間給与

Wの係数r倍と勤続年数Hに依存し， P=rWHに示されるが， Wが K (労働努力水準

ないし人的資本）の直接の反映であるとすれば

8P/8K=(8P/8W)(8W/8K)=rH 

であるから，これを式(2俎）に代入すれば

H= 
C'(K) 
l+r 

c: aw;aK=l) 

を得る。無年金 (r=O)でないかぎり，式(25a)は式(22a)と同じではない。だが

加 :::.rWH*/H*=rW. かつ aP/BH=rW. 

であるから，式(24b)は

V+K-rW+rW-L'(め=O

or 

V+K=L'(H) 

となり，結局式(25b)は式(22b)と同じである45)。

(25a) 

(25b) 

式(25a)が式(22a)と同じでないのは， HとKの値の選択が最適でないことを示す。図10

は，それを明らかにする。式(22a)と式(22b)で示された一階の条件の解は， A点にて与

えられ，式(25a)と式(25b)で示された一階の条件の解はB点にて与えられる。 H1>Hoか

つ 氏>Ko-であるから，確定給付型の「通常型」プランは，確定拠出型の「基本型」プラ

ンよりも多くの労働時間と労働努力の提供を促がす。かかる勤勉をもたらす限界年金効果

は，年金による通常賃金控除を上まわるであろう46)。

だが究局には式(21)の制約は避けられないであろう。もし産出高増加1ドル当りの賃金

増加が 1/(l+r) ドルに過ぎなければ， その歪みはやがて解消される。均衡下では万屯

=rWなので，賃金関数は

44) lb絋， pp.335~336. 

45) Ibid., p. 336. 

46) Ibid., pp. 336~337. 
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H 

H =C1(K) 

(eq拉 al

H 
C1(K) 

＝ ,, 1+r 
(eq.250) 

一K=L'(H)-V 
(eqs. 21b and 26b) 

-v K。 K1 
k
 

図 10

W=V+K-朽犀V+K-rW

と示されるが，むしろ変形して

1 
W=-(V十瓦）

l+r 

と示されるべきであろう。いまや式(20)の最大化とは

max (翡亨）H+r(閑亨）H-L(H)-C(K) 
H,K, 

であり，その一階の条件は

(26) 

a H rH 
揺 =m+m-c'cK>=o or H-C'(K)=O, ただし r=O (26a) 

贔＝（苫） +r(靡）—L'(H)=O or V+K=L'(島ただし r=O (26b) 

である。式(26a)と式(26b)は，式(22a)と式(22b)に同じである。その含意は， 確定給付

型年金の「通常型」プランでは，賃金増加要因（教育，経験など）の係数値が他のプラン

よりも小さいということにあろう 47)。

さてよく論じられる割に充分理解されない問題として， 受給資格取得 (vesting)があ

る。受給資格要件の多くは勤続10年だが，部分年金については 5年の場合もある。一般に

年金には一定条件（勤続その他）を満たさないと受給資格が取得できない (non-vesting)

47) Ibid., pp. 337~338. 
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定めがあり，それが退職年齢（ないし平均在職年数）を引き伸ばす。反面それは，勤続単

位時間当りの総報酬が限界生産物を下まわる早期退職者の場合には，退職をさらに早める

かもしれない。退職が早まるか遅まるかは，不確定である。

受給資格の効果を考察するには，資格取得前に退職する労働者と資格取得後も在職する

労働者との比較が必要であろう。たとえば択ー的時間利用関数 (alternativeuse of time 

function)すなわち放棄余暇効用関数を L(H)とする個人と，それを i(H)とする個人

とを想定し，母集団の..l%がその一方の型に属し， (1-..l)%が他方の型に属するとしよう。

ただしすべての Hにかんして i'(H;>L'(H)である。いま non-vesting条項を有する

年金を考えよう。その最も単純な形は，所定年数 Rに満たない勤続の年当り年金価値を

ゼロとするものだが，それには3つのケースが考えられる。第1のケースは， H<万かつ

私道の場合であって，どの型の個人も万W=Oであり，無年金の場合と同じで効率性

は完全である。第2のコースは， H>Hかつ且＞万の場合であって， どの型の個人も受

給資格があり〔式(24a)および式(24b)のケース〕， 同様に効率的である。第3の興味ある

唯一のケースは， H<Hかっ月>万の場合もしくは庄";?.Hかつ月＜万の場合であろ

ぅ48)。

前記第3のケースの特徴は，退職者から在職者への移転的補助 (cross-subsidization)

が行なわれることであろう。いまや式(21)に代る均衡（ゼロ利潤）条件は

l(WH+pH)+(l-l) W月=(V+K)(lH+(l-l)あ

or (21') 

W=V+K-
A/:l 

狂 (1-A)(肋H)

であり，在職者にとって最大化問題とは

max叫V+K-(A/:l
KH  H(l-碕 '*/H*)] 

）＋餌—C(K)-L(H) (22') 

である（＊は均衡値）。その一階の条件は

a 
-=H-C'(K)=O (22'a) 8K 

and 

a 
正 V+K+

H(l-,l.)(か/H*)

(1-i)p 
L'(li)=O. (22'b) 

48) Ibid., pp. 338~339. 
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である。年金ゼロの離職者にとっての最大化問題は

max恥＋えC ,l/3 
KH  狂 (1-譴 '*/H*)]-C(K)-L(H) 

であり，その一階の条件は

/x=H-C'(あ=O

~=V虚— ,l/3 -1'(あ=O.
8月入+(1-,l)(H*/出）

(22') 

‘
,
／
ヽ
~

a

b

 

9

9

 

2

2

 

~
2
~
2
 

（

（

 

である49)。

図11は，その状況を示す。 Q点と Q点は， 年金が存しない場合の退職者および在職者

の効率的状況を表わす。すべての Hにかんして L'(H)<i'(H)であるから， 庄＞月か

つ氏＞だである。 non-vesting条項を有する年金の場合には，式(22'a)と式(22'a)は式

(22)に同じだが，式(22'b)と式(2矛b)は，図11のようにシフトするので，退職者および在

職者の新たな均衡点は， Rとたである。

その最も重要な帰結は， HもKも効率的水準から外れることであろう。在職者にとっ

て勤続追加1年当りの限界収益は

H,H 

～～  
K=L'(H)-V-

(1-).)p H =C'(Kl,H=C'(Kl 

叩ぐ心_,/""_/K = L'(H) -V 

-v-(ー入；；
月・

X+(t-入）下
H 

-V+ 
入BN. 

H 
入+(1-入)-

H* 

図 11

~ ~,~ K=L(H)-V+ 

入B

入+(1-入l行＊

k点 P

49) Ibid., pp. 339~340. 
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V+K+ 
8(1-..t) 

H(l-..t)(か/H*)

であるが，それは労働の真の価値 V+Kを上まわるから， かれは， そのジョップにあま

りにも多くの時間と人的資本と労働努力を投じることになろう。逆に退職者にとって勤続

追加1年当りの限界収益は

v+R 絃

H(l-A)(月'*!H*)

であるが，それは，労働の真の価値 V+Kを下まわるから， かれは早く退職しすぎ，充

分な人的資本と労働努力を投じないであろう 50)。

以上から 2つの点が指摘できる。第1に， non-vestingのような不完全受給資格条項

は，受給資格可能性のある者の退職を遅らせ，そうでない者の退職を早める傾向があるの

で， 経済全体の平均在職期間は， かかる両者の人数ないし比率の変化によって増減しよ

ぅ。第2に，退職者から在職者への移転的補助にたいする反省として，企業によっては年

金制度を設けず， W=V+Kである賃金のみを支払うことがありえよう。

なお，受給資格を得て退職したが，通常の退職年齢 (65歳）まで受給が据置かれる場合

も存する。その場合には据置期間におうじた年金加算が行なわれるが，額は僅少である。

それに給付基礎額が退職時給与と結びつくため，インフレ的状況の下では，たとえば35歳

時退職の受給資格者が65歳時から受けとる年金給付は，ほとんど無価値であろう 51)。

さて年金は引退を早めるであろうか。その証拠があるという研究者は多い (R・ゴード

ンとA・ブラインダー， A・ガストマンとT・スタインマイヤー， J・クイン）。ラジア

ーの分析はこうだ。いま 1期モデルに代えて複数期間モデル（期間を添宇1, 2で示す）

を考えると，最大化は

max W1H1+ W2H2+P(H1.H2,W1,W2)-C(K)-L(H1.H2) (27) 
K,H1,H2 

subject• to 

W1H1+W: 晶 +P=(V+K)(H1+H2)

and W1=V+K-OP/H1, W2=V+K-(1-0)P/H2, o:;;:o:s;;:1 (21H) 

となる0 ()は，年金費用のうち期間 1で負担される割合を示す。 1階の条件は

&=H1-0器+H2-Cl一())歓＋器C'(K)=〇

50)脚.,pp. 340~341. 

51) Ibid., pp. 341~342. 
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=H1+H2-C'(K)=O, 

a 
揺 =V+K-

8P 
f)誂(

aP aP aL 
-1-fJ)額；＋訊―訊=O,

=V+K 
8L 

一詔;=O,

a aP aP aP aL 訊=V+K-fJ額；一(1-fJ)甜が即；一即；=O 

=V+K 
8L 

＿碑=O

である。式(27a)~(27c)は，式(22a)と(22b)の2期間アナローグである。

(27a) 

(27b) 

(27c) 

もし労働者が

自己の企業の年金の動きにたいする競争企業の反応を知っていれば， 0がどうあれすべて

が内生化され，効率性も確保される。ただしその過程で歪みが生じないわけでなく， もし

賃金の調整されるのが労働者自身の年金にかんしてでなく，平均年金にかんしてだとした

ら，やはり非効率が生じよう。要するに年金加算その他を含めた「真の」 ("true")賃金

が限界生産物に等しくないかぎり，労働者の自由な労働期間選択の下では非効率が生じか

ねない52)。

年金が早期引退を促がすことをストレートに示すには，引退年齢と年金額との間に単純

な負の相関の存しうることを示せばよかろう。 2期間のうち期間 1は25歳~45歳の労働期

間，期間2は45歳から引退までの労働期間とする（したがって早期引退者の比は小さ

い）。個人の年金給付とその賃金とは独立であるとすると，各期の賃金はそれぞれ

Wi=V+K—款
and 

W2=V+K 
(1-0)P 

一亙

である。ただしアは均衡年金額， Hi*と比＊は各期の均衡労働時間である。いまや最大

化は

max 
K,H1,H2 

(v+K-屈）Hi+(V+K-(1五りり出+P(Wi. W2, H: 浪）

-C(K)-L(H1, H2) 

として示される。その 1階の条件は

森=lf鱗＋（晶＋贔）―C'(め=O,

52) Ibid., pp. 342~343. 
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a 8P aP aL 
切；=V+K-互サ訊―詔;=O,

a 
8H2 ( 

(1-8)― aP aL 
-=  V+K-7万打＋訊―揺=O

である。
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(28b) 

(28C) 

式(28C)からは， PとH2の間の負の関係のための条件が得られる。単純化のため L

(H1,H2)は可分的で，かつ aL;aH、>o.a2L;aHt2>0 (t=1, 2), a払/8H18H2=0とし

よう。もし期間2において年金を賄うための賃金にたいする平均的「税」が，同じく期間

2において労働期間増加のもたらす年金価値増加を上まわるならば，すなわち [(1-(})

PJ/比*>aP;a出であれば， Pの低下は出の低下をもたらす。 8=0は，すべての年金

が期間2の賃金で賄われることを意味する。「基本型」年金プランでは， P=fi(Hiゃ＋比＊）

であるから

(1-8)P (比＊）
H2* =/i耳サ1

であるし，またaP;a比*=/iなので， [(1ー8)PJ/比*>aP;a出が成立する。かくて引退

は，無年金の場合よりも早くなろう。ただし 8=1ならば，逆の結果となろう 53)。

現実には，アメリカ大企業で年金と引退年齢との負の単純相関が確認される。式(28C)

の aP;a出は， H2が大きくなれば正から負に転じ，所定の退職日近くでは，勤続年数の

多いほど期待年金額は少なくなる。表4は， 合衆国の 250の大型年金プラン給付の期待現

在値を諸種のケースについてみたものだが，そのことを示す。それによれば， 「通常型」

プランの場合には，所定の退職年齢時に勤続20年を算える者は，所定年齢より 8年早く退

職すれば年金の期待現在値がヒ°ークとなるが，その時に勤続304oから404oを算える者は，

退職時期を遅らせるほど年金期待現在値は低下する。 aP;a比<oであることは単なる推

測ではなく，年金とは早期退職手当であるという考え方を裏づける。なお勤続年数と年金

の関係にかんする過去の実証研究としては，勤続12年以内では年金の影響はないとするも

の (B・シラーと R・ワイス）， 逆に年金は退職確率を10%低下させるとするもの (0.

ミッチェル）， 勤続年数分布をみると年金制度の適用されない労働者ほど勤続年数は短い

とするもの (D・ウルフと F・レビー）などがみられる匂。

以上から明らかなのは，社会保障（公的年金）と企業年金とは異なる点であろう。社会

53) Ibid., pp. 343~345. 

54) Ibid., pp. 345~346. 
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表 4
Average expected present value of pension benefits (1980 Bankers Trust Data) Salary= $25,000/year 

at normal retirement age. 

Tenure at normal retirement age 20 30 40 

Years before normal retirement age 
Conventional plans: 

10 55 958 107 585 158 225 ， 56 822 105 111 151 713 
8 57 200 101 951 144 918 
7 57 081 98 212 137 902 
6 56 522 94 213 130778 
5 55 604 90176 123 844 
4 54142 85 524 116 234 
3 52 165 80 656 108 553 
2 49 549 75 143 100 236 
I 46 903 69 863 92 429 

゜
43 244 63 165 79 476 

Pattern plans 
(Benefits Independent of Salary): 

10 20 450 40 651 64 349 ， 21 085 40 103 61 913 
8 21 513 39 296 59 276 
7 21 704 38 262 56 477 
6 21 667 37 031 53 554 
5 21454 36164 51 868 
4 21 053 34 485 48 489 
3 20 498 32 716 45 117 
2 19 730 30 752 41 577 
1 18 863 28 767 38 430 

゜
17 982 26 876 35 361 

保障では，企業年金のような総賃金原資調整はないが，世代間および世代内の移転的補助

がみられる。他の関連変数をコントロールすれば，引退に及ぽす社会保障の効果を企業年

金の場合のように推定することはできようが，かかるコントロールは非現実的である。と

はいうものの企業年金と社会保障との間には交互作用がある。多くの企業年金は，給付額

から社会保障給付のある関数値を控除しており，これが，社会保障給付受給前の早期引退

と年金給付の高い現在値との一因となっている55)。

ここに至ってラジアーは，なぜ年金（とくに強制年金）は存在するのかを問う。過去に

多くの説明がなされたが，以下のようである。

第 1の通常の説明は， 年金を免税貯蓄勘定 (atax-free savings account)とみるも

のである。背景には，税負担の増大した2次大戦後に年金制度の成長した事実がある。年

金基金の運用利益は免税されるので，労働者報酬の年金化と企業資金の年金への供与が促

がされるという (A・ブラインダー）。

55) Ibid., pp. 346~347. 
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第2の別の説明は，累進税制のため所得の生涯的分散化が望まし<.年金はその具体化

だとみるものである (J・ターナー）。 この説が成立するには， ①労働者報酬を任意の賃

金・年金比率で受けとる自由が必要だし，R確定拠出型の年金プランこそが望ましいが，

実際にはその自由はなく，年金プランの多くは確定給付型である56)。

第3の説明は，退職による企業特殊的人的資本の損失を防ぐために，年金により労働力

の定着化を計るというものである。年金受給資格要件（在職20年など）はそれを類推させ

る。だがこの説明には3つの難点がある。①人的資本論の立場からすれば，函12で分かる

ように，現在の企業における VMPと他企業に移った場合の VMPとの間のどこかに労

働者報酬が決定されていれば，労働者と企業の双方に定着化への刺激が存するが，そのこ

とと年金とは直接関係がない。問題は総報酬 (totalcompensation)の如何であって，

年金導入の必然性はない。②定着化を促がすには退職の遅いほど年金の期待現在値は高く

なければならないが，現実は逆である（表4をみよ）。⑧高年齢労働者の場合でも企業特

殊的人的資本がなお意味をもつなら，定年退職は求められるべきでない。それどころか労

働者の任意引退日は，企業にとって効率的な定年退職日よりも早い（図12をみよ）57)。

第4の説明は，労働者刺激にかかわる。労働者が労働努力水準を自由にコントロールで

きる場合には，企業としては退職後まで労働報酬の一部を留保しておくことが望ましい。

企業年金のほとんどが確定拠出型でなく確定給付型であるのは，確定給付型では，規定の

年齢以前に退職した場合に給付減額というペナルティーを科すことができるからである。

Woge,VMP 

56) Ibid., pp. 346~347. 

57)即 d.,pp. 348~349. 

Value at Leisure 

↑。 T
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年金現在価値が退職年齢にかんして逆U字型であるのも，そのためであろう。だが刺激だ

けでは説明がつかない。刺激のため年金価値を退職時給与に結びつければ，労働供給刺激

が過度となるおそれがあるからである58)。

第5の説明は，年金を高齢化に伴う生産性低下＝所得減少にたいするある種の保険とみ

るものである。一面の真理はあるが難点もある。①労働不能を含めた偶発事故を扱う保険

が他に存する。③年金を保険とみるなら，早期受給が制限される理由はない。⑧通常の保

険は給付算定基礎を恒常所得（インフレ調整済みの労働期間平均所得）とするが，企業年

金の多くのそれは退職時給与である59)。

第6の説明は，年金がオボチュニスティックな行動を防ぐ点を指摘する。たとえば集団

としての労働者に企業特殊的な人的資本が存在すれば，労働者定着化のために企業は年金

導入を迫られるという CJ・バロウとM・スコールズ）。また労働者の定着化は， 充分な

財源がなくとも年金制度の維持を可能とし，年金支出による経営圧迫を防ぐが，このこと

はとくに組合組織化企業にあてはまる (R・イッボリト）。いずれも「直槻的」にはもっ

ともな主張だが，難点は，企業競争力視点からみて年金導入の積極理由のないことであろ

う。定着化視点からすれば，年齢・賃金プロファイルの勾配の急なほど望ましいであろう

が，未組織企業よりも組織化企業の方がその勾配は緩やかなのである60)。

第7の説明は，年金は労働者の選別手段たりうる（低能力者の早期排除を促がす）とい

うものである。この説明の難点は，①年金を導入しなくとも，年齢・賃金プロファイルの

勾配を急にすれば，同じ効果が期待できる，③低能力それ自体は解雇理由たりえないし，

また雇入れ費用の回収を考えれば，低能力者の早期排除が最適であるとはかぎらない， と

いう点にあるm。

第8の説明は，年金という名の強制貯蓄は，自己抑制のできない労働者にとって望まし

いというものである。「直観的に訴えるなにか」があるにしても，それだけであろう 62)。

以上のように長々と企業年金を論じたところで，ラジアーは最終的に社会保障に言及す

る。公的年金の存在理由としては， ①私的年金よりもリスクが少ない (A・ブラインダ

-), R 生涯所得ないし恒常所得を生涯内で再配分する， ③比較的豊かな世代から比較的

58) Ibid., p. 349. 

59) lb辺.,pp. 349~350. 

60) Ibid., p. 350. 

61) Ibid., p. 350. 

62) Ibid., p. 350. 

218 



定年退職，部分引退および完全引退にかんする理論と実証（小林） 641 

貧しい世代へと所得移転させる「人的資本のある種の世代間保険」である (R.マート

ン）． といった点があげられようが， とくに公的年金が強制加入制である理由として， 他

人による救済を期待して自らは加入しない「道徳的ハザード」 (themoral hazard)の防

止があげられる63)。

社会保障（公的年金）の論点として，引退と貯蓄の相互関連の問題がある。貯蓄にかん

していえば，社会保障は，高齢期のための個人貯蓄を代替し，その結果個人貯蓄額を減ぜ

しめる傾向にあるが，社会保障を含めた貯蓄総額が適正水準に達しない個人は，個人貯蓄

を増やすであろう。いや適正水準を超えて貯蓄が促がされる場合もあり，社会保障は，集

計貯蓄額を増加させるかもしれない。引退にかんしていえば，余暇費用はライフ・サイク

ルをつうじて変化するため，社会保障は早期引退を促がすという（かならずしも真ではな

い）。もしそうだとすれば，引退期間は長期化し，より多額の貯蓄が必要となろう 64)。

実証研究の結果はどうであろうか。それによれば，①社会保障は個人貯蓄にたいして有

意の抑制効果がある (M・フェルドシュタイン）65), @かかる有意の抑制効果はない (A

• アンネル）， ⑧ライフ・サイクルをつうじて消費を均等化させる上で貯蓄は重要でな

く，またライフ・サイクルよりみた貯蓄は引退パターンの変化によって影響をうけない

(L・コトリコフと L・サマ＿ス）， ④世代間所得移転は社会保障以外の遺贈によっても

行なわれており，、社会保障はそれを制度化したにすぎない (R・バロ）， などの主張がみ

られる。世代間所得移転については，子供が親の面倒をみるという逆のケースも考えられ

よう。

なお以上と関連して高齢者層全体としては家計所得が比較的安定し，その資産もとくに'

インフレに弱いわけでなく，したがってその生活水準も格別に悪いわけではないという 66)。

m 最近の実証研究

長々と論じてはきたが• E. p. ラジアーの主張は結局以上のとおりである。ラジアー

は，もちろん自らも実証を試みてきたわけだが， 自然科学でないまでもやはり他人の追試

'63)囮d.,p. 351. 

64) Ibid., p. 351. 

65)ただし，フェルドシュタインの計測にはプログラミング・エラーがあり， D・レイマ

ーと S・レスノイが計測し直すと，時期によっては推定値の大きさが低下したり，符

号が逆になったともいう。

66)臨'.,p. 352. 
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は望ましいであろう。幸いにして若干の実証研究がみられる。ラジアーのテーマを正面か

らとりあげた研究もあれば，関連した付随的問題を深く掘り下げた研究もある。以下にそ

れを簡単にみておこう。

1. R・M・ハッチンスの場合

ラジアーによれば， とくに高年齢期に支払賃金が限界生産物価値 (VMP)を上まわる

制度が労働力を定着化させ，それが定年制を必然化し，またそれに伴う方策として企業年

金が導入されることになる。だがラジアーの特徴としてその根底には，労働者の怠慢や不

正行為が直接に監視されえないことによる代理的管理の必要性という考え方が潜む。そこ

でハッチンスは，課業反復的 (Repetitionof Tasks) ないし出来高制的ジョッブではか

かる監視がされやすい点に着目し， かかるジョッブでは VMPを上まわる賃金， 長期の

在職，企業年金，定年退職といった諸特性 (4つ）がみられがたいはずだと想定し，その

検証にとりかかる67)。

ハッチンスの理論モデルを示そう。企業と労働者が賃金延払い式雇用契約（若年齢期に

は賃金が VMPを下まわり， 高年齢期には上まわる雇用契約）を結ぼうとする性向の指

標を〇，所与のジョッブの技術が労働努力水準の監視に寄与する程度を n(nの大きいほど

監視は容易である），賃金延払い式契約の締結に影響する労働者と企業の特性ベクトルを

X。とすると

0=/(n, X,。)

となる。ラジアーによれば d0/dn<oのはずである。前述のジョッブにかかわる 4特性を

Y;(i=l, 2, 3, 4)とし，また 0なる条件下に Y;に影響を及ぽす労働者と企業の特性ベク

トルをふとすると

Y;=g;(0, X;), i=l, 2, 3, 4, 

である。なお理論的には dY/dO>oである。かくして

Y;=g;[f(n, X,。),X;]=h;(n, X,。,X;) 

となる。ただし d巧/dn<Oである68)。

67) Robert M. Hutchens, "A Test of Lazear's Theory of Delayed Payment 

Contracts", Journal of Labor Economics, Vol. 5, Nr. 4, Part 2, October 

1987, ss. 153~154. 

68) Ibid., s. 157. 
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さて実際の計量モデルは

Y;=no+r1;1X,。+r';2X;十p;n+e;,i= 1, 2, 3, 4 

n=RT+u 

である。 X。，ふ， Y;Iますでに説明ずみの変数ベクトルであり，また RTは課業反復的ジ

ョッブであるか否かを示す外生変数である。テストされるべき主たる仮説は， (i;<Oが成

立するか否かであろう 69)。

ハッチンスは， 自己の計測結果を表にまとめているが，わざわざここに示すほどのもの

でもない。年金の有無および定年制の有無を被説明変数とする場合にはプロビット・モデ

ル，また在職期間（日数）および賃金水準（時間賃金率）の自然対数を被説明変数とする

場合には，線形回帰モデルが用いられている。 nの代理変数 RT(反復的課業に従事する

者の比率）が説明変数として用いられているが， その係数¢ の値は， 年金， 定年制，

在職期間， および賃金水準にかんして，それぞれ一.2024(t=2. 4), -. 2101(t=2. 6), 

-.1815(t=l.9), -.2842(t=9.5)であった。要するに¢ は符号条件を満たし，かつ数

値も統計的に有意であったことになる70)。

かくしてラジアーの賃金延払い式雇用契約理論は，ハッチンスによっても裏づけられた

ことになるが，ハッチンスは，なお慎重に考慮すべき点を指摘する。第 1点は，計量結果

はラジアー理論よりは二重労働市場理論（課業反復的な低賃金の「悪い」ジョッブとそう

でない「良い」ジョッブとの並存）を裏づけたものではないのかという疑問である。だが

定年制と企業年金の存在理由は，二重労働市場論そのものからは得られないので，この疑

問は無視してよい。第2点は，計量結果は企業特定訓練理論を裏づけたにすぎない可能性

である。確かに RTは，特定訓練を必要としない技術の型の代理変数たりえよう。ハッ

チンスは補論でこの点を究明しているが， 課業反復的ジョッブが比較的わずかの特定訓

練しか必要としないことは明白である。 したがって第2点の可能性は捨て切れないとい

゜
ノヽー7

 
ニノ

2. S・ドーセイの場合

ドーセイの意図したのは，ラジアー仮説そのものの実証ではなく，確定給付型の企業年

69) Ibid., ss. 159~160. 

70) Ibid., ss. 162~164. 

71) Ibid., ss. 166~167. 
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金には，税制対策上の単なる貯蓄勘定を超えた経済機能があるという点の究明にあった。

確定拠出型の場合には，企業（および労働者）の確定拠出による年金基金勘定の退職時市

場価値が年金給付額を決定し，負債と資産は一致して積立金不足はなく，また受給資格者

が任意退職によって年金上の不利益を受けない。だが確定給付型の場合は異なる。いま退

職時の年金給付を B,勤続年数を s,給与を W(s),給付水準パラメーターを gとすれ

ば，一般には

B=g•s•W(s) 

である。勤続におうじて給付も高まるから，負債（支払）と資産（拠出）とは独立してお

り，積立金不足の可能性が常にある。だが企業年金の多くが確定給付型であるのは，確定

拠出型が貯蓄手段であるのにたいし，確定給付型が以下のような経済的便益をもたらすか

らである。すなわち①労働者報酬を繰延べして支払える，R労働生産性をコントロールで

きる，⑧期日特定年金的なリスクが緩和できる，④公正さが保てる， という 72)。

まず便益①をみよう。現在勤続 s年かつ賃金 W(s)の年金受給資格者が年金プラン規

定の退職年齢まで在職したとして，その時の通算勤続が R,期待賃金が W(R),かつ名

目賃金はその時まで上昇を続けたとすれば，期待年金現在値は

PVR=g•s• W(R)・ずicR→)

である。現年度を限りに退職すれば，規定退職年齢時の期待年金現在値は

PV.=g•s• W(s)・がcR→)

である。退職から年金受給までの間の名目賃金の期待年間成長率を qとすれば

W(R) = W(s)•ee<R•) 

であるから，現年度退職による年金損失は

PV R-PV.=g•s• W(s)•e-i<R→)［砂CR→)-1] 

である。これは，まさに早期退職のペナルティであろう (q=Oならば，それはない）。そ

れは，他の要因（企業特殊的訓練費用，労働努カモニターの高い費用，その他）と補完し

あって長期雇用の確保に寄与する。他方賃金が限界生産性を上まわる高年齢期には，在職

期間の長いほど期待年金現在値を低くしたり，または年金の退職手当化により早期退職を

72) Stuart Dorsey, "The Economic Functions of Private Pensions: An Empirical 

Analysis", Journal of Labor Economics, Vol. 5, Nr. 4, Part 2, October 1987, 

ss. 171~174. 
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促がすこともできる73)。

便益②はどうか。確定給付型年金の場合には積立金不足の可能性があるので， 労働者

は，年金確保のため企業存続に強い関心を示し，生産性コントロールにより長期的な企業

競争力の安定化を計る。組合組織化企業に確定給付型年金がみられるのは，組合の生産性

コントロールと関係があるとみてよい74)。

便益③について。確定拠出型では任意退職に年金上の不利益がないので，退職が特定勤

続期間に集中しやすく，年金管理上のリスクは大きいが，確定給付型の場合にはそれはな

い。また基金運用面でも，確定拠出型では短期の証券市場変動の影響を避けがたいが，確

定給付型では長期的にその影響を吸収できる。また確定給付型を主とする大企業では，倒

産等のリスクも小さかろう 75)。

便益④は，確定拠出型では給付支給の一時金方式が認められるが，確定給付型では年金

方式（分割方式）しか認められないため， 年金管理上の公正さが保たれるという点にあ

る。年金方式の場合の方が退職者の消費は大きいともいう。なお平均余命の短かい者は一

時金方式を選択し，その長い者は年金方式を選択するというが，平均余命の性差は自明で

あるから，男女混成型の企業よりも単性支配型の企業の方が，確定給付型の公正さは保た

れよう 76)。

さてドーセイの実証モデルは，確定拠出型年金の適用確率を従属変数とし，企業規模，

労働組合，産業，労働者属性を独立変数とするロジスティック方程式である。計測結果と

して示されている数値は，ロジット係数， t値，およびボイント推定値であって， とくに

ボイント推定値とは，独立変数の単位変化による従属変数変化を従属変数平均にて示した

ものであり，便利な数値である。ドーセイの計測結果の主な点をあげておく 77)。

(1) 確定拠出型の適用確率は，企業規模10,000人までは規模拡大につれて低下し，規

模251人~1,000人に比して規模1・,001人~10,000人の同確率は15彩低い（ボイント推定値

-.147)。逆に大企業ほど確定給付型志向である78)。

(2) 確定拠出型の適用確率は産業によって差がある。製造業との対比でみれば，たとえ

73) Ibid., ss. 174~176. 

74) Ibid., ss. 176~177. 

75) Ibid., ss. 177~178. 

76) lb辺.,ss. 178~179. 

77) Ibid., ss. 179~181. 

78) Ibid., ss. 181~182. 
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ば企業特殊的訓練をさほど必要としないとされる建設業（ボイント推定値 . 338), 卸売

業（同 .183), 小売業（同 . 273)で確定拠出型の確率は高く， 逆に労働努カモニター

費用の高いとされる通信・公益事業（同 一.044), 金融業（同 一.020), サービス業

（同 一.026)で確定給付型の確立は高いであろう 79)。

(3i 労働組合のある企業の確定拠出型遮用確率は，組合のない企業より 23形低い（同

-. 228)。逆に組合と確定給付型との間には強い相関があるともいう 80)0 

(4) 労働者属性についてはどうか。平均週賃金収入のボイント推定値は.004であり， 40

ドル (1標準偏差）増加は確定拠出型の確率を1696(=.004X40)高めるが，これは，企

業特殊的訓練と賃金との逆相関の反映とも映る。性別構成については，単性支配的産業ほ

ど確定給付型が有意に選好され，たとえば女子比率80形以上の産業の確定拠出型確率は，

男女比率均等 (40%~60形）の産業よりも16形低い（ボイント推定値 ー.158)。年齢に

ついては， 65歳以上労働者比率のボイント推定値は6.04であって，確定拠出型確率と強力

に相関する81)0 

(5) レイオフについていえば，恒久的レイオフは確定拠出型と相関し，・一時的レイオフ

は確定給付型と相関しよう。恒久的レイオフ率のボイント推定値は.096であるので，その

1標準偏差(.20)増加は，確定拠出型確率を約25lる（与.20X. 096)高める。一時的レイオ

フ率の係数は負であって符号条件を満たすが， 統計的有意性が得られない (t=1. 25)82)。

最終的なドーセイの結論はこうだ。もし年金を貯蓄の延長とみるなら，年金はすべて確

定拠出型であろう。だが支配的な年金形態は確定給付型であって，そのことは，この型の

年金に他の経済機能のあることを示す。そのいずれの型が選択されるかは，産業，企業規

模熟練者雇用率，恒久的レイオフ率，賃金収入によると 83)0 

3. C・J・ルームの場合

ルームの研究はとくに注目に値する。いわゆる高年齢者の「職務離脱」("job-stopping")

とは，キャリアー後の「繋ぎ」 ("bridge")雇用，部分引退 (partialretirement), 逆引

退 (reverseretirement)の諸相の組合わせであって， キャリアー職務から直線的に完

79) Ibid., ss. 183~184. 

80) Ibid., s. 184. 

81) Ibid., ss. 184~185. 

82) Ibid., ss. 185~186. 

83) Ibid., ss. 186~187. 
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全引退へと移ることは稀であろう。だがこの点にかんする各論者の「理解はお粗末で」，

研究も比較的乏しかった。そこでルームは，例の引退経歴縦断調査を用いて以下のように

分析する。

表5は，引退確率が年齢とともに高まることを示す。たとえば 196吟司こ「引退」また

は「部分引退」と自己分類したものは 1/4を下まわったが， 10年後 (1979年）には9096を

上まわった。またキャリアー終了年齢とその後の労働力化状況をみると，回答者の 1/5以

上 (22.6彩）が 50歳末満でキャリアー職務を離れ， 55歳未満の離脱が 1/3(34.2彩）， 60

歳未満の離脱が半数 (51.5彩）であった。キャリアーの早期離脱はその後の長期労働力化

と結びつき， 50歳未満離脱者の92.4%は，その後1吟三以上労働力化していため。

年金がキャリアー職務の早期離脱を促すという証拠はない。年金制度適用者のみに限定

すると， 50歳未満のキャリアー離脱は10.396, 55歳末満のそれは19.3%,60歳未満のそれ

は35.2彩であって，いずれも全回答者のそれよりも低い。また雇用安定は高年齢者の特微

であって，観察期間中 (1969~79)に企業間移動をしなかった者の比率は，全回答者につ

いて67.1彩，また1969年時の部分引退者について67.5%であった。いわぱキャリアー職務

離脱に伴う雇用安定性の低下は，僅少である。なお繋ぎ職務の属する産業ないし職業とキ

ャリア一時の所属産業ないし職業との関係をみると，産業の同一である場合が36.8彩，職

業の同一である場合が38.8彩，産業もしくは職業の同一である場合が51.6彩，産業および

職業の同一である場合が23.9形であった。なお賃金収入は，そのセクター特殊的熟練が重

要であればあるほど所属産業・職業を変えない方が有利であろう85)。

従来の高年齢労働者調査は「引退」もしくは「非引退」の2分法をとってきたが，その

中間に位する「部分引退」は，一般に信じられている以上に広汎かつ長期間におよぶ。表

6によると，全労働者の少なくとも 1/2が生涯のどこかで部分引退し，完全引退までの平

均期間は 5.2年である。部分引退の年齢をみると， 62歳未満は少なく， 62歳から67歳まで

が多く，それを過ぎると徐々に低下する。とくに66歳~67歳層では回答者の 1/5以上が部

分引退しており，また64歳から73歳までは，どの年齢階級についても少なくとも 1/7が部

分引退していた。部分引退してなおキャリアー職務に就いているのは 6.2彩にすぎず，部

分引退は，主としてキャリアー職務外でおこなわれる86)。最後に完全ないし部分引退状況

84) Christopher J. Ruhm, "Bridge Jobs and Partial Retirement", Journal of 

Labor Economics, Vol. 8. Nr. 4, October 1990, pp. 482~486. 

85) lb弘， pp.487~489. 

86) Ibid., pp. 490~492. 
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からの逆行についてみると，部分引退者の26.1%が「非引退」化し，完全引退者の24.9%

が労働力に再参入している87)。

残るは回帰分析であって，表7と表8はそれを示す。表7の従属変数は，キャリアー職

務離脱年齢，同離脱後の労働力化年数，および同離脱後のセクター（産業・職業）移動率

であり，表8の従属変数は，部分引退とその年数，部分引退の「非引退」化，完全引退か

らの逆行である。説明変数は，表 7および表8をつうじて基本的に同じである。なお従属

変数が連続的な場合には通常の最小自乗法， 2値的な場合には最尤ロジット・モデル，ま

たセンサリングによる推定が有意の場合にはコックスの比例ハザード・モデルが用いられ

ている88)。

表 1

Regression Estimates for Partial and Reverse Retirement 

Dependent Variable 

Rcgressor PART YRSPRT RVPRT 

Female -.4S8" .130 .492 .SOI 
(.13) (.16) (.43) (.43) 

Nonwhite -.274" .128 .?OS' .716' 
(.10) (.II) (.31) (.31) 

Married .240' .043 -.052 -.046 
(.12) (.HJ 

Education: 
(.37) (.38) 

<9 -.161・ .018 -.155 -.167 
(.06) (.07) (.24) (.25) 

>12 .024 -.179 .500 .490 
(.09) (.10) (.36) (.3(,) 

Income + I ,000 -.330** .071・ .038 .037 
(.03) (.03) (.10) (.10) 

Pension -.538" .136 -.395 -.399 
(.06) (.07) (.28) {.28) 

Ag6e 0i-n 61 1971: 
.070 

(.28) 
62-63 -.247 

Estimation technique LOGIT HZRD LOGIT 
L{.O25G) IT 

RVRET 

.233 .245 
{.42) (.42) 
-.212 -.271 
(.30) (.31) 
.863* .889* 

(.377) (.379) 

-.024 -.026 
(.20) (.20) 
-.249 -.227 
(.31} (.31) 
-.227• -.223• 
(.09) (.09) 
-.259 -.284 
(.194) (.196) 

.574• 
(.24) 
.426* 

LOGIT 
L(.O19G) IT 

需匹"'細"'"許・"立!.:・,ー"・ ::"""'":::"・叫・'・叫;'"霊'"'"""霊'匹'紅『"血品Tし"'•琴d血,'m,叫~m.,·;.;::;:m・ m匹om,SI況吋,":.:叫"叫'";"'".:."'血:r'mg•―匹,:::―;,s,ば『," ... ば""'血.".：.'ば''匹.. ""'＄."".ごe"'.m...,＇悶'".,'字•叫疇•.•.ば.. •. ,,•.ば-•. . m,, .. . ふヽ中.,"' .翡.... 

res• .p. p ep ct< i< v0el0.0y.05. . 1. 

87) Ibid., pp. 493~494. 

88) Ibid., pp. 494~495. なおコックスの比例ハザード・モデルについて註記しておこ

う。いわゆる寿命データ（正の値のみをとるデータの多くはこれに属する）を理解す

る上で基礎的な概念の 1つに， ハザード比があげられる。累積分布関数 F(t) が密
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表 8

Regression E~timates for Age Career Job Ends and 
Postcareer Employment 

Dependent Variable 

Rci;rcssor AGE POST YEARS IND 

Fcm~lc 1.495• -.348* .096 -1.3E-3 -.HO 
(.6-1) (.15) (.09) 

啜5
(.23) 

Nonwhite .115 -.018 .061 -.238 
(A9) (.12) (.07) (.07) (.16) 

Married .827 .-.097 -.03S -.13-1 -.041 
(.56) (.13) 

Education: 
(.OS) (.OS) (.20) 

<9 -.340 .019 .I 17* .138** .090 
(.31) (.07) (.05) (.05) (.10) 

>12 .369 -.052 -.279** -.35 I•• -.003 
{.84) (.10) (.07) {.07) (.15) 

OCC BOTH 

-.785 .. -.752 .. 
(.23) (.23) 
-.305 -.297 
(.16) (.16) 
.075 .010 

(.20) (.19) 

-.020 .017 
(.10) (.ID) 
-.-177 .. -.286 
(.15) (.15) 

Income+ 1,000 .564.. -.131.. .026 .000 .—.2-19•• -.253" -.330" 

Pension 
-1(..1s-1,1) •. (.03) (.02) (.02) ( .. 0J5s) o (.05) 

• ・-I.ISO.. .563** .262.. •• .1S9 
(.05) 
.300 .. 

(.31) (.07) (.05) (.05} (.11) (.II) (.II) 
Age career job ends .143 .. 

Estimation technique OLS 
(3H.7; E-3) 

LOGIT HZRD ZRD LOGIT LOGIT LOGIT 

NOTE. Standard errors arc in parentheses. Dcecndcnt ,·•riablc definitions: AGE= age career job ends; 
POST = dummy variable indicating hostcarcc『10blabor force panicipation (PLFP); YEARS = number 
of years of l'LFI'; IND = industl)" c ange following carcc『job;OCC = occupation chal5e followin 
career job; and BOTH = inJustn・and occupation chanr following career job. YEARS, IN , OCC, ana 
BOTH conditional on PLFP > 0. The two columns un er YEARS indicate regressions without and with 
age career job ends as a reg『essor,respccti,-eJy. 

• p < 0.05. 
""p<0.01. 

度関数 f(t)をもつとき

A(t)= 
f(t) 

1-F(t) ＝ 
f(t) 
S(t) 

をハザード比（または危険率）と呼ぶ。 A(t)をtの関数とみなした場合，ハザード関

数（または危険度関数）という。ところで寿命試験では，経済性の観点から中途で観

測が打ち切られるが，このようにまだ寿命のきていない個体の観察打切りをセンサリ

ング (censoring) と呼ぶ。したがってセンサリングには時間によるもの（タイプ I

センサリング）と個数によるもの（タイプIIセンサリング）がある。いまデータが

(ti, C1), ……， (tn. Cn)で与えられるとしよう。ただし時間 tiは個体 iの観察期

間で， Ci=1であればその時点で死亡， Ci=Oであればその時点では生存していた

が，以後は観察不能（センサリング）とする。 さらに個体 iに対して共変量 Ziが

観察されていると仮定する。たとえば寿命そのものへの関心に加えて，治療効果を調

べたいとき， それは共変量である。個体 iがかかる共変量 Ziをもつとき， そのハ

ザードが

Ai(t) =AO (t) exp (/J Zi) 
と書けるようなモデルを， 比例ハザード・モデルという。右辺のハザード M(t)は
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さて表7と表8は多くを語りかける。年金制度の適用下にある者はキャリアー雇用期間

が長く，繋ぎ雇用の頻度と期間は少なくかつ短く，労働力化を前提としたセクター間移動

性は高く，完全ないし部分引退状況からの逆行は相対的に稀である。高賃金かつ高学歴の

者はキャリアー雇用期間が長く，キャリアー後の労働力化率は低く，逆引退も稀である。

なお，性，人種，および配偶関係については，パターンはさほど一貫していない。ただし

女子と非白人が繋ぎ雇用に移る際のセクター間移動性は低い。また未婚者に比較して既婚

者は，キャリアー雇用期間が長いだけでなく，キャリアー後の労働力化に際しては繋ぎ雇

用期間が長く，部分引退化することが多く，かつ逆引退傾向も大きいとみられる89)。

以上のようにキャリアー雇用と完全引退との間に諸種の状況が介在するのだから，現在

の異時点的労働供給モデルでは不充分であろう。このモデルでは引退以前のキャリアー職

疇脱を説明しようとすれば，企業年金ないし公的年金の刺激による他ない。だが繋ぎ雇

用が広くみられるのは企業年金の非適用者であるし，またほとんどのキャリアー雇用は62

歳までに終る。とすればキャリアー後の労働力化状況の説明には，現行モデルをもっと拡

大して諸種の要因を明示的に含ましめるべきであろう 90)。ルームはかく主張するのである。

4. A・B・ クリューガーと J・ピシュケの場合

社会保障の富と高年齢者の労働供給との関係についてはラジアーもふれたところだが，

1977年社会保障法修正のインパクト計測をつうじてその点を具体的に究明したのが，クリ

ューガーとヒ°シュケの 2人である。 1972年までのアメリカの社会保障給付月額は，平均名

目賃金収入月額を基準にして基礎額が算出され，通常の引退年齢 (65歳）で引退すれば基

礎額に等しい給付が支給され， 62歳で引退すれば基礎額の80%相当の給付が支給され， 65

歳すぎての引退には給付調整はないというものであった。 1972年修正は，その間に進行し

たインフレーションに給付を調整させようとしたものだが，ィンフレ調整済みの賃金収入

を基準とする自動調整方式がとられたため，二重指数化 (doubleindexation)を招く結

基準ハザードと呼ばれ， 各個体 iには依存しない。このモデルは D・R・コックス

によって提案されたため，冒頭の名称が与えられているが，実用性は高いといわれて

いる。以上は， もっぱら竹内啓編集『統計学辞典」（東洋経済新報社， 1989年）によ

る。

89) C. J. Ruhm, op. cit., pp. 496~497. 

90) Ibid., pp. 498. 
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果となり，社会保障給付の上昇率がインフレ率を上まわってしまった91)。

1977年修正はかかる二重指数化を除去しようとしたもので，具体的には平均的労働者の

給付基礎額を引退前賃金収入の44%にとどめようとして，給付が引下げられることになっ

た。その適用は，同修正法案の通過時に60歳以下であった者 (1916年以降に生れた者）に

限定される。國13は，従来どおり二重指数化が実施されたとした場合の給付水準と 1977年

修正による給付水準との開きを65歳引退者についてみたものである。これは「給付のクサ

ビ状の落ち込み」 ('benefitnotch')として知られ， その世代を 'notchgeneration'と

呼ぶ92)0 

クリューガーとヒ°シュケは，非常に単純な労働供給モデルを前提とし，分析の焦点を①

社会保障給付の富効果 (wealtheffect)と②同給付の年金数理的な潜在的「非中立性」

(''non-neutrality") に限定する。その推定方程式は，月~'C をコーホート C の a 歳時に

おける平均就労週数， SSWc,a をその社会保障の富， Ge,。をその富の成長率， Aa を年

齢ダミー変数 (a歳であれば 1, そうでなければ O),a, ft, r, oをパラメーターとす
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図 13

91) Alan B. Krueger and Jorn-Steffen Pischke, "The Effect of Social Security 

on Labor Supply : A Cohort Analysis of the Notch Generation", Journal of 

Labor Economics, Vol. 10, Nr. 4, October 1992, pp. 416~417. 

92) Ibid., pp. 418~419. 
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れば

68 

ln(凡，c)=a+/Jln SSWc,a+r ln Gc,a+:E IJ0 Aa 
0=61 

である。 さらに T、を年次ダミー変数 (t年を 1,その他の年を 0)とし，むを期間効

果 (aperiod effect)とすれば

68 87 

In(凡，c)=a+ (i ln SSWc, a+r ln Ge, a十I::8、Aa+I::ら Tt
a=61 t=16 

が得られる。なお労働供給指標として従属変数に労働力率や引退率をとる場合には，推定

式は線形ではなくてロジット方程式となる。 Pを労働力率または引退率とし， Xを説明

変数ベクトルとすれば

P=1/(1十,r<X/J+E>)

である93)。

さてクリューガーとヒ°シュケによる推定結果は，表9~11に示されている。ただし従属

変数には対数もしくは対数オッズ比が用いられている。まず表9をみよう。最初の 2列

は，社会保障の富と労働力率との間に負の有意の関係（その値も大きい）のあることを示

す。ただし符号は，社会保障の富成長の計測インタバルの如何に感応的だという。最後の

2列は，年次ダミー変数を回帰方程式に加えたものだが，時間経過が社会保障の富の係数

符号を変化させ，かつ統計的に非有意ならしめることを示す。また年齢ダミー変数の係数

値をみると， 62歳に達して後， とくに65歳に達して後労働力率が急落している。社会保障

法にいう「通常の」 ("normal")引退年齢と「早期」 ("early")退職年齢が，高年齢者労

働力率の激減期と一致していることは明らかである。 94)

93) Ibid., pp. 425~427. なお社会保障の富は， Tを平均余命， B を実質年間社会保障

給付， rを利子率とすれば
T 

SSWc, a= I:: Be, a (1 +r)←i 
•=a 

で表わされる。

94) Ibid., pp. 429~430. なお対数オッズ比について註記しておく。表は，同種の製品を

生産する 2つの工程の不良率を比較するためにとられたデークである。周辺和必．，

必．すなわち 300,200は，あらかじめ設計された標本の大きさである。確率モデルと

しては， 2つの独立の 2項分布の積

（岱；）P;l1 p炉x(;!;)P炉Pか
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表，

The Effect of Social Security on the Log-Odds Ratio of the Labor Force 
Participation of Older Men, 1968-73 

Coefficient 

Independent Variable (I) (2) (3) (4) 

Log Social Security 
wealth -1.291 -J.421 .161 .089 

(.Ill) (.112) (.190) {.291) 
Growth of Social Security 
wealth -.450 -.087 

(.153) (.261) 

Age61 -.215 -.218 -.191 -.192 
(.046) (.043) (.026) (.027) 

Age 62 -.618 -.580 -.590 -.583 
(.046) (.044) (.025) {.032) 

Age 63 -.764 -.717 -.862 -.850 
(.046) (.046) (.028) (.047) 

Age 64 -.846 -.792 -1.066 -1.048 
(.049) (.049) (.038) (.065) 

Age 65 -1.382 -1.345 -1.714 -1.695 
{.052) (.050) (.050} (.074) 

Age 66 -1.596 -1.559 -1.947 -1.929 
(.053) {.051) (.052) (.077} 

Age 67 -1.783 -1.742 -2.148 -2.128 
(.053) (.052) (.054) (.081) 

Age 68 -1.875 -1.833 -2.260 -2.240 
(.054) (.053) (.057) {.085) 

Year 1969 -.060 -.052 
(.020) (.033) 

Year 1970 -.114 -.102 
(.024) (.046) 

Year 1971 -.200 -.187 
(.033) (.050) 

Year 1972 -.289 -.266 
(.033) (077) 

Year 1973 -.460 -.444 
(.052) (.071) 

er, .079 .073 .042 .042 

NOTE.-DatJ. consist of _grour me.ins for men ages 60-68. Sュmplcsize is 54. Standard errors arc shown 
in p;i,rcnthc:scs. EJch cquauon 3 o indudcs JO intercept. 

五ミどI不良 良 I 計

1 48 252 300 

2 24 176 200 

計 I 72 428 I 500 

を想定するのが自然であろう。ただし pilは工程 iの不良率， 故に P;2=1-Pilで

ある。このときの婦無仮説は

Ho: P11 = Pi1 
であり， 2項分布の同等性の仮説と呼ばれる。 Hしが成立しないとき工程の差を表わ

す測度としては
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表10は，社会保障法の1977年修正が適用されたコーホートと適用されなかったコーホー

トについて，労働供給の 3指標に及ぼす法修正の効果を示したものである。法修正は，適 I

用コーホートの社会保障の富の期待額を大きく減少させたが，その結果どの指標について

も，遮用コーホートの労働供給は非適用コーホートのそれを下まわったことになる。なお

定年制は， 法修正適用グループの労働力化率を低下させ， 引退率を高めていることが分

かる。 95)

最後に表11をみよう。第1列と第2列は， 1976年~88年の全コーホートの労働力率にた

いする社会保障の富の効果を示すものである。係数は負で統計的に非有意だが，重要なの

は，係数値の大きさが1968年~73年の場合（表9)の1/6以下であることであろう。第3

列と第4列は，法修正後の給付額「落ち込み」コーホートに限定されるが，その効果は正

かつ統計的に非有意である。第5列と第6列は，時間経過効果を一定にするために年次ダ

ミー変数集合を導入したものだが，計測結果は正かつ統計的に非有意である。なお表示さ

れていないが，年齢ダミー係数は表9同様に負であって， 62歳および65歳からの労働力率

の激減がみられるという。 96)

クリューガーとヒ°シュケの最終的な結論はこうだ。 1977年の社会保障法修正による給付

格差の出現は，社会保障の引退に及ぼす効果をテストする格好の機会を与えたが，実証分

析の示すところでは，給付落ち込み (notch)世代についていえば，社会保障の富の変動

を労働供給の変動にリンクせしめる有意の証拠はほとんどない（とくに表11)。一方62歳

（社会保障の受給可能な最低年齢）周辺と65歳（通常の同受給年齢）周辺で労働力退出の

大幅な増加がみられる。他方1970年代の社会保障給付の成長は，その時期の男子労働力率

低下の 6/1以下しか説明しない。また給付「落ち込み」世代は，社会保障の富の低下にも

かかわらず労働供給を低下せしめており， このことは， 過去の社会保障の富効果の時系

列値（負）が過大評価されている可能性を物語る。政策上の含意をいえば，社会保障給付

の切下げを立法化することによって早期引退化トレンドを抑制緩和することは，おそらく

絶対リスク： P11-P21 

相対リスク： P11/P21 

オッズ比： {Pii/(l-Pi1)} / {P2i/Cl-P21)} =P11P2i/P12P21 

などが提案されている。その対数が対数オッズ比であって， log (Pu g2/ Pi2 P21)で

ある（竹内啓編『統計等辞典」東洋経済新報社）。

95) Ibid., pp. 430~431. 

96) Ibid., pp. 432~433. 
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表 11

The Effect of Social Security on the Log-Odds Ratio of the Labor Force 
Participation Rate of Older Men in the Notch Period 

Sample 

1976-88 Notch Period• 1976-88 

Independent Variable (I) {2) (3) (4) (5) (6) 

Log Social Security 
wealth -.199 -.191 .178 .105 .004 .036 

Growth of Social 
(.231) (.223) (.268) (.265) (.166) (.173) 

Security wealth 1.562 1.318 .546 
(.503) (.711) (.787) 

Mandatory retirement 
dummy .124 .170 -.072 -.084 

Y(.e0s 55) Y{.e0s 55) (.047) (.050) 
8 age dummy variables Yes Yes Yes Yes 
12 year dummy variables No No No No Yes Yes 
O', .148 .143 .120 .117 .093 .094 
f-statistict [p value] 2.899 2.390 

(.003) (.014] 
Sample size 117 117 51 51 117 117 

rN• ecTOT<arc•E.n-iociEtcpqh autoiato , ions als/o,o nr siincscs oclluso. df e Io, ab2n s, ei5nrv, teaanrticed onp6s t. Standard errors arc shown in ふar．enthcses. The mean labor fo n rate is .453, and .457 for cols. 3 an 
(ocrr Ciohd ocw o s from cohorts born between 1916 and 1921. 

t F-statistic test othf e paortahmer ecteor hcoortnssta. ncy between the sample composed of the notch cohorts 
and the sample composed of o . 

困難であろうと。 97)

W あ と が き

過去の実証研究としてなお言及されるべきものに，「状態依存」 (statedependence)の

問題がある。その意味するところは， tー 1期に働いていなかった者が t期に引退してい

る尤度は， tー 1期に働いていた者のそれよりも大きいというにある。 E・P・スレード

はその点を究明し， キャリアー雇用期間を終えて完全引退するまでの労働 sequence変

動の大きい期間においては，状態依存の「かなりの」 (substantial)証拠の存することを

指摘している。 98) 、

さてラジアーの定年制論議は確かにユニークなものだが，ュニークであることは直ちに

97) Ibid., pp. 434~435. 

98) Frederic P. Slade, "Retirement Status and State Dependence: A Longitu-

dinal Study of Older Men", Journal of Labor Economics Vol. 5, Nr. 1, 

January 1987, pp. 102~103. 
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正しいことを意味しない。大橋勇雄氏は，その点を次のように指摘している。

① 賃金の流れが前段階で生産性を下まわり，後段階で上まわるというモデルは，ラジ

ァーのモデルから数学的に導出されたものでなく，単に仮定されているにすぎない。

② 定年は，当該企業での生産性と留保賃金とが等しくなるところに決定されるという

が，実際には，生産性が留保賃金を上まわった状態で労働生涯の終ることが多いし（企業

特殊熟練の存在は無視できない）， また生産性と留保賃金が一致しうるとしても， すべて

の人が同一年齢時にその一致をみるとは限らない。

⑧ 不正行為（怠けなど）を理由に解雇するには，職務記述がすべてに完全でなければ

ならないが，不断に変化する企業環境の下では，それは不可能に近い。記述し切れない部

分への対応の如何が，効率性を決定する。要するに余程の怠けでないと解雇はできない。

④ 労働者に労働契約を積極的に履行させるには，勤務内容の正確な監視・評価が必要

であるが，実際上は四六時中それを行なうわけにいかず，長期的な評価とそれによる昇進

差別，すなわち内部昇進制が活用されざるをえない。その意味では，「代理的管理」を論

じながら定年制と内部昇進制との関連を否定するラジアーの主張は，いただけないと。 99)

大橋勇雄氏の指摘そのものは，正しいであろう。批判点①はその通りだが，同時に低い

初任給から出発する日本の年功賃金の論議を想起させる。批判点②については，ラジアー

自身も，一律定年制の説明が過去の定年論では充分でないことを認めながら，自らはそれ

を解明しえていない。批判点⑧は，ラジアーの現実への特異な接近ともいえるが，労働者

の努力水準が期待どおりでないことを不正行為 (malfeasantbehavior) と呼ぶことに

は，抵抗感があろう。またそれと企業物品の持出し・売却とを同列に論じることも，異和

感があろう。批判点④は，定年制を経済理論だけで説明することの限界を示す。代理的管

理は経済学そのものではない。

なお早期退職を促がすための企業年金利用については，日本にもすでに実例がみられ

る。 100)ラジアーの先見の良さを示すものであろう。

追記 88)および 94)については橋本紀子助教授の教示を得た。

99)大橋勇雄「労働市場の理論」（東洋経済新報社， 1990年） 57~59ページ。

100) 1994年（平成6年） 3月28日付の「日本経済新聞」は，「朝日新聞が転進年金導入」

との見出しで，同社が， 45歳から58歳の社員を対象に早期退職を条件に， 1993年分年

収の半額を定年の60歳まで支給する制度を導入したことを報じている。
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